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第１章 計画策定の概要 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の少子化は急速に進行しており、平成30年の合計特殊出生率（１人の女性が一生の

間に産む子どもの数）は1.42と、平成25年以降はほとんど増減がなく、人口を維持するため

に必要な2.08を大きく下回っています。 

 

本市においても、合計特殊出生率は、近年は全国や兵庫県に比べて高いものの、女性の社会

進出に伴う低年齢時からの保育ニーズの増大、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化を背

景とした子育て不安を抱える保護者の増加など、子育てをめぐる地域や 家庭の状況は変化し

続けています。 

 

このような状況下で、国では、平成24年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめとする子

ども・子育て関連３法1が成立し、質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供や地域の子

ども・子育て支援を充実することを目的とした「子ども・子育て支援新制度」が平成27年４月

から開始されました。これらの法に基づき、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全

体で支援する環境を整備することを目的に、「洲本市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、

平成27年度から計画的に事業を進めてきました。また、平成29年度には、本計画期間の中間

年度を迎えるにあたり、策定後の人口動向や保育需要、事業実績などを踏まえ、中間見直しを

行いました。 

さらに、国においては、平成29年６月には自治体を支援し、２年間で待機児童を解消するた

めの「子育て安心プラン」、平成30年９月には、次代を担う人材を育成し、加えて共働き家庭

等が直面する「小１の壁」を打破する観点から、厚生労働省と文部科学省の連携のもと、「放

課後子ども総合プラン」の進捗状況や、児童福祉や教育分野における施策の動向も踏まえ、「新・

放課後子ども総合プラン」が策定され、すべての小学生児童の安全・安心な居場所の確保を図

るための目標が設定されました。 

また、「新しい経済政策パッケージ」、「骨太の方針2018」を踏まえ、子育て世帯の負担

感を和らげ、少子化対策につなげるのが狙いの幼児教育・保育の無償化が、令和元年10月から

始まりました。 

「第2期洲本市ども・子育て支援事業計画」は、「洲本市子ども・子育て支援事業計画」を

検証、評価したうえでの、後継の計画であることを踏まえて、洲本市の子どもが健やかに育ち、

親が安心して子どもを産み、育て、就業と子育ての両立ができる社会を実現するための計画で

す。  

                            
1 子ども・子育て支援新制度の根幹となる平成 24年８月に成立した以下の３法をいう。 

①「子ども・子育て支援法」 

②「就学前の子どもに関する教育、保育などの総合的な提供に関する法律の一部を改正する法律」（認定こども園法

の一部改正） 

③「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育などの総合的な提供に関する法律の一部を改正す

る法律の施行に伴う関連法律の整備などに関する法律」（関係法律の整備法：児童福祉法、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律ほかの一部改正） 
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２ 計画の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

「洲本市子ども・子育て支援事業計画」（以下、本計画という）は、子ども・子育て支援法

第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な計画策定にあたっては、同法第 60 条に基づき、内閣総理大臣が定める、子ども・

子育て支援のための施策を総合的に推進するための「基本指針」を踏まえています。 

また、本計画は、次世代育成支援対策推進法の趣旨を踏まえつつ、「市町村子ども・子育て

支援事業計画」の制度的枠組みにとらわれない幅広い子ども・子育て支援の方向性を示すも

のであり、「次世代育成支援行動計画」の理念等を継承する計画として策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、厚生労働省通知に基づく「母子保健計画」を含む、洲本市の子育て支援施策の総合

的な計画として位置づけるものです。 

 

（２）洲本市計画体系等における位置づけ 

本計画は、本市の上位計画である「洲本市総合計画」に則し、保健・医療・福祉・教育等

の関連する個別計画と整合を図りながら、次代を担う子どもを生み育てる家庭を地域全体で

支援し、子どもが心身ともに健やかに育つためのまちづくりの計画となります。 

なお、本計画は、国・県の子ども・子育て支援の関連計画と整合性のとれた計画として策

定するものです。 

 

  

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるも

のとする。 

子ども・子育て支援法（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

 

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及

び事業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児

及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境

の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、

職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する

計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定するものとする。 

次世代育成支援対策推進法（市町村行動計画） 
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３ 計画の対象 

本計画の対象は、生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、概ね18歳までの

子どもとその家庭とします。 

子育て支援を行政と連携・協力して行う事業者や企業、また地域で活動する住民や団体等も

対象としております。 

 

４ 計画の期間 

本計画は、令和2年～６年度の5年間を計画期間とするものです。 

ただし、子ども・子育てを取り巻く社会状況の変化などにより、必要に応じて、計画期間中

に見直しを行います。 

西暦 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

和暦 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

          

第１期 子ども・子育て支援事業計画 第２期 子ども・子育て支援事業計画 

 
 

●中間 

 見直し 
       

 

５ 計画の策定体制と策定の経緯 

（１）洲本市子ども・子育て会議 

本計画の策定にあたっては、市民、学識経験者、教育・保育や子育て支援に関わる団体の

代表者、事業者の代表者からなる「洲本市子ども・子育て会議」を設置し、本計画に係る審

議をいただきながら検討・策定を進めました。 

 

（２）計画策定に伴うニーズ調査 

計画策定に伴う基礎資料とするため、ニーズ調査によって得られた市民の教育・保育、子

育て支援事業の利用状況や今後の利用意向等を本計画の策定に反映しています。 

 

（３）関係団体等ヒアリング 

ニーズ調査では把握しきれない定性的な子ども・子育てニーズ等を把握するため、子育て

サークルや関係団体を対象にヒアリング調査を行い、本計画の策定に反映しています。 

 

（４）パブリックコメントの実施（予定） 

市民の皆様から計画に対するご意見などをいただき、それを反映した計画とするための

パブリックコメントを実施しました。 
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第２章 洲本市の子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

１ 人口・世帯・人口動態等 

総人口とともに年少人口は減少しており、児童数比率も減少 

（１）総人口の推移 

本市の総人口は年々減少しており、また児童数（18 歳未満）は平成 27 年の 6,771 人

から平成 31 年には 5,924 人となって、４年間で 847 人（12.5％）の減少となっていま

す。 

総人口に占める児童数比率でみると、平成 27 年の 14.6％から平成 31 年には 13.6％

へ 1.0 ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子ども人口の推移 

18 歳未満の子どもの数は、０～5 歳（就学前児童）、６～11 歳（小学生）、12～14 歳

（中学生）、15～17 歳（高校生）のすべての区分で減少傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※住民基本台帳（各年３月末時点） 

※住民基本台帳（各年３月末時点） 

6,771 6,612 6,372 6,217 5,924

46,237 45,587 45,040 44,404 43,646

14.6 14.5 14.1 14.0
13.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0
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平成27年

（2015）

平成28年
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平成29年

（2017）

平成30年
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平成31年

（2019）

総人口と児童数（18歳未満）の推移

児童数（１８歳未満） 総人口 児童数比率

（人） （％）

1,934 1,885 1,797 1,732 1,654 

2,204 2,136 2,096 2,106 1,992 

1,274 1,203 1,149 1,120 
1,108 

1,359 1,388 
1,330 1,259 

1,170 

6,771 6,612 
6,372 6,217 

5,924 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成27年

（2015）

平成28年
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平成31年

（2019）

子ども人口の推移

０～５歳（就学前） ６～11歳（小学生） 12～14歳（中学生） 15～17歳（高校生） 計

（人）
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子どものいる世帯の割合はやや低く、６歳未満の子どものいる世帯は、８割程度が核家族 

（３）世帯構造 

本市の世帯の状況をみると、６歳未満の子どもがいる一般世帯は 7.5％、６歳未満はいな

いが 18 歳未満の子どものいる一般世帯は 13.2％で、これらを合わせた 18 歳未満の子ど

ものいる世帯は 20.7％となり、全国水準や兵庫県水準を下回っており、本市は子どもがい

る世帯の割合が、全国・兵庫県の水準より低いことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査（平成 27年） 

8.7%

8.7%

7.5%

12.9%

13.4%

13.2%

78.5%

77.9%

79.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

兵庫県

洲本市

世帯の状況

6歳未満親族のいる一般世帯

6歳未満親族はいないが18歳未満親族のいる一般世帯

その他の一般世帯

※住民基本台帳（各年３月末時点） 

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

平成31年
（2019）

6,771 6,612 6,372 6,217 5,924

296 292 293 280 229
287 306 289 289 281
308 287 297 285 284
338 303 287 294 278
363 341 295 289 291
342 356 336 295 291
340 344 352 340 288
347 337 338 356 333
385 342 340 335 356
346 386 340 344 334
384 344 385 343 342
402 383 341 388 339
374 399 383 339 383
429 374 394 388 335
471 430 372 393 390
433 464 429 369 387
490 432 465 425 360
436 492 436 465 423

1,934 1,885 1,797 1,732 1,654

2,204 2,136 2,096 2,106 1,992
低学年 1,072 1,023 1,030 1,031 977
高学年 1,132 1,113 1,066 1,075 1,015

1,274 1,203 1,149 1,120 1,108
1,359 1,388 1,330 1,259 1,170

14.6% 14.5% 14.1% 14.0% 13.6%

５歳

現　　　　　況

児童数
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高校生

児童数の
対人口比
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６歳未満の子ども（1,813 人）のいる世帯は 1,362 世帯であり、うち 80.5％が核家族

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計特殊出生率は、近年は全国や県に比べて高い 

（４）出生の動向 

合計特殊出生率の推移をみると、増減を繰り返しながら推移しており、平成 28 年と平成

29 年は全国値や兵庫県の値よりも高い数値で推移していましたが、平成 30 年は 1.21 に

減少しています。出生数についても毎年 300 人前後で推移していましたが、平成 30 年は

228 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※国勢調査（平成 27年） 

※６歳未満がいる世帯の合計は「非親族を含む世帯」を含む 

※合計特殊出生率（国、兵庫県：人口動態統計）、洲本市（出生数、女性人口により独自算出） 
※出生数：人口動態統計 

18,053 43,255 1,813

1,362 5,785 1,813

1,096 4,250 1,455

夫婦と子供から成る世帯 1,034 4,076 1,381

男親と子供から成る世帯 5 16 7

女親と子供から成る世帯 57 158 67

266 1,549 358

一般世帯

6歳未満がいる世帯

核家族

３世代等

世帯数
（世帯）

世帯人員
（人）

6歳未満人員
（人）

283 306
270

313 295

228

1.43

1.42 1.45

1.44 1.43
1.42

1.42 

1.41 
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洲本市出生数 国 兵庫県 洲本市

（人）

合計特殊出生率

夫婦と子供から
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75.9%

男親と子供から
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0.4%
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成る世帯

4.2%

３世代等

19.5%

６未満の暮らす世帯構造
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（５）転出・転入の状況 

平成 27 年の洲本市の性別・年齢別の移動状況をみると、15～24 歳における転出傾向が

顕著であり、特に 20～24 歳の男性の移動率。2については、女性の移動率マイナス 15.2％

を大きく下回るマイナス 32.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査（平成 27年）人口移動集計 

２ 女性の就業状況 

女性の就業率は全国・兵庫県の水準よりも高い 

平成27年の女性の年齢階級別の就業率は、全体的に全国・兵庫県と比べてやや高い割合

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
2 移動率：人口に対する移動者数の比率のこと。転出が多いとマイナス、転入が多いとプラスとなる。 

※国勢調査（平成 27年） 
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90

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳

全国・兵庫県・洲本市の女性の年代別就業率

全国

兵庫県

洲本市

（％）
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また、洲本市の女性の平成 27 年の就業率を、平成 22 年の就業率と比較すると、５年間

ですべての世代の就業率が増加しており、なかでも 30～34 歳の就業率が、6.9 ポイント

程度の増加がみられ、Ｍ字カーブが緩やかになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※国勢調査（平成 22・27年） 

10.7

65.9
68.9

60.9
66.9

71.4 73.1 72.8

62.0

49.7

33.4

22.0
15.7

9.6
3.9

11.0

66.8 68.9 67.8 67.8
74.1

78.5
74.4

71.1

53.4

40.1

25.9

15.8
9.4

4.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

女性の年齢階級別就業率の推移

平成22年

平成27年

（％）
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３ 教育・保育施設などの状況 

（１）保育所と認定こども園（保育利用）の状況 

市内には、公立園が 9 施設、私立園が 3 施設あります。 

保育所や認定こども園（保育利用）の利用状況は、子ども数の減少とともに減少傾向と

なっていましたが、平成 31 年度は増加に転じ、925 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 

公
立 

認定こども園なのはなこども園 

中川原保育所 

安乎保育所 

由良保育所 

都志保育園 

鮎原保育園 

広石保育園 

鳥飼保育園 

堺保育園 

私
立 

認定こども園洲本こども園 

認定こども園千草こどもの園 

認定こども園おおの 

 

 

 

 

 

 

  

28 25 29 32 26
97 119 107 113 102

158 139 170 144 164

250 211 200 206 201

244
248 208 207 218

218 237 236 209 214

995 979 950
911 925

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

保育所等の利用状況

計

５歳

４歳

３歳

２歳

１歳

０歳

（人）

※平成 31年 4月 1日現在 
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（２）幼稚園、認定こども園（教育利用）の利用状況 

幼稚園の施設数は、平成 31 年度には公立２施設、私立１施設です。 

幼稚園と認定こども園（教育利用）の利用者数は、年々減少しており、平成 31 年度で 231

人と平成 27 年度に比べ 93 人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小学校の状況 

市内には、小学校が 13 校あります。児童数は年々減少しており、平成 31 年度は 1,930

人で、平成 27 年度に比べ 204 人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 

公立 
洲本幼稚園 

大野幼稚園 

私立 柳幼稚園 

75 58 70 68 73

119

98 86 88 71

130

121 104 94
87

324

277
260 250

231

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

幼稚園等の利用状況

計

５歳

４歳

３歳

（人）

※各年 5月 1日現在 

324 334 345 327 283

335 320 324 347 327

375 333 323 324 348

334 377 329 326 320

374 333 371 332 325

392 373 331 374
327

2,134 2,070 2,023 2,030 
1,930 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

小学校児童数の推移

児童数

６年

５年

４年

３年

２年

１年

（人）

※令和元年 5月 1日現在 

※各年 5月 1日現在 
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４ ニーズ調査の概要 

（１）調査の概要 

本調査は、令和 2 年～令和６年度を計画期間とする「第２期洲本市子ども・子育て支援事

業計画」策定の基礎資料とするため実施したものです。 

 

①調査の種類と実施方法 

調査の種類 調査の対象（母集団） 調査期間 実施方法 

就学前児童 

アンケート 

市内の就学前児童 

（0～5歳）の保護者 

平成 31年 

2月 8日～2月 22日 郵送による 

配布・回収 
小学生 

アンケート 

市内の就学児童 

（小学 1～5年生）の保護者 

平成 31年 

2月 8日～2月 22日 

※調査基準日：平成31年１月１日 

②配布と回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

就学前児童 

アンケート 

今回 1,000 票 
504票 

（うち白票 6） 
50.4％ 

【参考】前回 1,539 票 729票 47.4％ 

小学生 

アンケート 

今回 1,000票 
519票 

（うち白票 7） 
51.9％ 

【参考】前回 584票 236票 40.4％ 

※前回の小学生アンケートは、1年生～３年生を対象として実施しています。 

 

（２）調査の結果からみる特徴と課題 

課題１ 子育てを支援する地域社会づくり 

★子育てを主に行っている方は、「父母ともに」が増加しているが、就学前は半数以上が「母親」

⇒さらなる「父親」の育児参加が求められる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.4%

51.2%

0.8%

0.4%

0.6%

0.6%

44.7%

51.7%

0.8%

1.5%

0.3%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

無回答 今回（n=498）

前回（n=729）

53.3%

42.6%

0.6%

2.1%

0.4%

1.0%

47.9%

44.5%

0.0%

2.5%

0.4%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

無回答

今回(n=512)

前回(n=236)

[就学前児童保護者] [小学生保護者] 
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★子育てに大きな影響を与えると思う環境は、就学前・小学生の保護者ともに「地域」は、2割～

３割程度 ⇒地域全体での子育てを支援する体制の充実が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★相談相手がいない方が就学前・小学生の保護者ともにわずかながらみられる⇒相談窓口のさらな

る周知等が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題２ 幼児期の教育・保育の充実 

★母親の就労状況は、就学前・小学生の保護者ともに１年後に「就労していない」方が減少⇒保育

需要や放課後児童クラブの利用意向のさらなる高まりが想定される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

95.0%

3.6%

1.4%

88.3%

4.3%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる／ある

ない

無回答
今回（n=498）

前回（n=729）

93.4%

5.7%

1.0%

81.8%

14.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる／ある

ない

無回答
今回(n=512)

前回(n=236)

[就学前児童保護者] 

  

[小学生保護者] 

[就学前児童保護者] 

91.6%

23.3%

20.3%

38.6%

26.9%

4.2%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

幼稚園

保育所

認定こども園

その他

無回答

(n=498)

89.5%

27.1%

94.1%

1.8%

12.3%

8.4%

7.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

小学校

児童館・児童センター

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

その他

無回答

(n=512)

38.2%

7.0%

14.5%

5.6%

31.3%

3.4%

40.4%

9.4%

18.5%

6.8%

19.5%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フルタイム就労

（産休・育休・介護休業中も含む）

就業時間：月当たり120時間以上

就業時間：月当たり

64時間以上120時間未満

就業時間：月当たり64時間未満

就労していない

無回答 現在 １年後

（n=498）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
就
労 
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★利用したい教育・保育事業は「認定こども園（2・3号認定の保育利用）」と「認可保育所」の利

用意向が高い 

[就学前児童保護者] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4%

11.8%

3.0%

4.4%

29.1%

26.5%

0.4%

0.2%

0.8%

0.4%

0.0%

0.2%

0.8%

13.9%

0% 10% 20% 30% 40%

幼稚園（預かり保育の利用なし）

幼稚園（預かり保育を定期的に利用）

認定こども園（1号認定の教育利用で

預かり保育の利用なし）

認定こども園（1号認定の教育利用で

預かり保育を定期的に利用）

認定こども園（2・3号認定の保育利用）

認可保育所

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

第1希望

（n=498）

[小学生保護者] 

35.9%

10.0%

24.0%

10.5%

14.6%

4.9%

36.3%

10.5%

25.6%

10.9%

10.0%

6.6%

0% 10% 20% 30% 40%

フルタイム就労

（産休・育休・介護休業中も含む）

就業時間：月当たり120時間以上

就業時間：月当たり

64時間以上120時間未満

就業時間：月当たり64時間未満

就労していない

無回答 現在 １年後

（n=512）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
就
労 
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課題３ 仕事と子育ての両立支援 

★育児休業3の取得状況は、父親の「利用した（取得中である）」は0.4％と少ない⇒父親の育児参

加に向けて、制度の周知や男性が育休を取得しやすい職場環境の醸成が重要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題４ 様々な子育て支援策の充実 

★子育て支援事業の中で、各種情報・相談事業の認知度が低い⇒さらなる周知等が必要 

[就学前児童保護者] 

 

子育て支援事業の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            
3 育児休業：労働者が育児のために退職することなく、一定期間休業することができる制度。「育児・介護休業法」で

は、１歳６か月以後も、保育所等に入れないなどの場合には、会社に申し出ることにより、育児休業期間を最長２歳

まで延長できる。 

93.8%

88.4%

75.5%

62.4%

65.7%

51.0%

80.3%

29.5%

90.4%

31.7%

74.9%

64.9%

26.3%

1.8%

7.0%

21.1%

32.1%

30.1%

45.0%

15.7%

65.7%

6.2%

64.3%

21.7%

31.7%

69.9%

4.4%

4.6%

3.4%

5.4%

4.2%

4.0%

4.0%

4.8%

3.4%

4.0%

3.4%

3.4%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①乳幼児健診・相談

②新生児訪問事業

こんにちは赤ちゃん事業

③洲本子育て学習センター

五色すこやか子育てセンター

④児童館・児童センター

⑤まちの子育てひろば

⑥育児サークル

⑦幼稚園・保育所等の園庭開放

⑧家庭児童相談室

⑨洲本市子育てハンドブック

⑩母子健康包括支援センター

⑪子育て応援パスポートカード

⑫子育て応援タクシー

利用助成（なのはチケット）

⑬ＳＮＳ

はい いいえ 無回答 （n=498）

[就学前児童保護者] 

41.0%

0.4%

0.4%

55.0%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

母親が利用した

父親が利用した

母親と父親の両方が利用した

利用しなかった

無回答

(n=498)
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★不定期事業の利用目的は、「私用、リフレッシュ目的」や「冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の

通院 等」が高い⇒働いている、いないにかかわらず、すべての子育て家庭を支援するサービス

の充実を図るとともに、利用しやすい提供体制を整えることが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★望ましい子育て支援施策は、「子ども連れでも出かけやすく楽しめる場所の整備」や経済的負担

の軽減などの割合が高い⇒遊び場などの整備とともに幼児教育の無償化による改善が図られる

が、市の手厚い支援制度等について、今後も適正な運用が求められる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.2%

61.3%

32.8%

7.4%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80%

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、

子どもや親の通院 等

不定期の就労

その他

無回答

(n=204)

[就学前児童保護者] 

43.4%

76.1%

29.1%

46.0%

23.3%

30.7%

41.0%

34.9%

61.2%

19.5%

52.2%

60.8%

10.8%

38.4%

19.1%

5.8%

1.8%

40.9%

68.9%

28.0%

45.5%

26.2%

25.5%

36.6%

32.6%

66.1%

14.8%

51.9%

64.3%

10.2%

31.6%

17.1%

4.5%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80%

児童館・児童センターなど、親子が安心して

集まれる身近な場、イベントの機会の充実

子ども連れでも出かけやすく

楽しめる場所の整備

子育てに困った時に相談したり、

情報が得られる場の整備

保育所の充実

幼稚園の充実

幼稚園と保育施設の機能を併せ持った

認定こども園の充実

病児・病後児保育の充実

休日保育の充実

幼稚園や保育所等にかかる

費用負担の軽減

専業主婦など誰でも気軽に利用できる

ＮＰＯ等による保育の促進

安心して子どもが医療機関に

かかることができる体制の整備

乳幼児医療費の助成や

児童手当などの充実

多子世帯の優先入居や広い部屋の

割り当てなど、住宅面の配慮

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対する職場環境の改善の働きかけ

子育てについて学べる機会の充実

その他

無回答
今回（n=498）

前回（n=729）
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[小学生保護者] 
32.2%

58.0%

23.2%

15.8%

10.0%

13.3%

31.3%

21.7%

32.2%

12.9%

57.2%

60.5%

10.0%

33.8%

14.3%

5.5%

3.3%

28.8%

41.1%

18.6%

11.4%

5.5%

9.3%

24.2%

16.5%

20.3%

7.6%

44.5%

52.5%

5.1%

22.0%

8.1%

5.5%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80%

児童館・児童センターなど、親子が安心して

集まれる身近な場、イベントの機会の充実

子ども連れでも出かけやすく

楽しめる場所の整備

子育てに困った時に相談したり、

情報が得られる場の整備

保育所の充実

幼稚園の充実

幼稚園と保育施設の機能を

併せ持った認定こども園の充実

病児・病後児保育の充実

休日保育の充実

幼稚園や保育所等に

かかる費用負担の軽減

専業主婦など誰でも気軽に利用できる

ＮＰＯ等による保育の促進

安心して子どもが医療機関に

かかることができる体制の整備

乳幼児医療費の助成や

児童手当などの充実

多子世帯の優先入居や広い部屋の

割り当てなど、住宅面の配慮

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対する職場環境の改善の働きかけ

子育てについて学べる機会の充実

その他

無回答
今回(n=512)

前回(n=236)
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★洲本市の子育て環境や支援への満足度は、就学前・小学生の保護者ともに、前回調査と比較して

満足度が高い「４」が増加⇒今後もニーズを踏まえた取組や支援を行い、市民の満足度の向上に

つなげることが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 関連団体等ヒアリングの概要 

（１）目的 

第 2 期洲本市子ども・子育て支援事業計画を策定するにあたり、市内で子ども・子育てに

関する活動をしている団体を対象に子ども・子育てに関する課題やニーズ、今後計画に反映

すべき点等についての調査を行いました。 

（２）調査方法 

ヒアリングシートを配布し、提出いただいたヒアリングシートをもとに、団体からの思い

だけでなく、それぞれの支援団体の活動に来られる利用者、保護者から聞いているニーズ、

ニーズを聞いて支援者として必要だと思うことについて聞き取り調査を行いました。 

 

【対象団体：子ども・子育て支援関連団体】 

団体 No. 団体名 備考 

1 たんぽぽ 育児サークル 

2 洲本市子ども会連絡協議会  

3 洲本市社会福祉協議会 まちの子育てひろば実施 

4 どんぐりんクラブ 子育てサークル 

 

聞き取り調査日時：7 月 16 日（火）13;30～14;30 

 

 

[小学生保護者] 

10.8%

29.3%

41.6%

13.9%

1.4%

3.0%

14.8%

30.2%

36.5%

10.8%

1.4%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

満足度が低い １

２

３

４

満足度が高い ５

無回答

今回（n=498）

前回（n=729）

[就学前児童保護者] 

13.1%

26.2%

44.1%

13.7%

1.2%

1.8%

15.3%

27.1%

36.9%

5.5%

1.7%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

満足度が低い １

２

３

４

満足度が高い ５

無回答

今回(n=512)

前回(n=236)
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問１ ①子どもや保護者が求める支援 

記載内容 

〇親子交流の場 

〇子連れで参加しやすい体験学習 

〇親子ともに友達と過ごす季節のイベント 

〇子どもの意見としてキャンプ等体験をしたいとの希望がよく出る。また、自然がまだ残っている

ところが淡路島の良いところと考えている子どもも多い。 

〇町内会単位では役員等いるが、直接的に親の意見までは吸い上げられていない。 

〇安全に遊べる場所 

〇親と子が交流する（ふれあえる）場所やイベント 

〇急な用事の時に子どもを見てもらいたい（人） 

〇洲本市出身でない方の中には、周囲とのつながりをもつのが難しい場合がある。 

〇学童保育の延長対応 

〇登録ボランティアの利用が難しいのでもう少し手軽に申し込めるようになってほしい。 

〇高齢者の方向けの講座等はたくさんありますが、幼児向けの講座等が少ないので増やしてほしい。 

 

問１ ②支援のために必要なこと 

記載内容 

〇楽しく、ほのぼのとした時間を過ごせるところがサークルの魅力なので雰囲気づくりも大切にし

たい。 

〇親、子ども、支援者ともに忙しい日々を過ごしているため、人を集める、集まるための日程を決め

るということも調整していかなければならない。 

〇ファミリー・サポート・センターの実施 

〇子育てサークルのメンバーと機関とが意見交換できる機会を増やしていく。 

 

問２ 活動の問題・課題 

記載内容 

〇基本的に自由参加なので、活動（イベント）内容で参加人数の差が大きく、予算の確保が難しい。

内容はもちろん大事だが、サークルの魅力を理解したメンバーを増やしていきたい。 

〇助成金の中でやりたいが、興味をもった人だけが参加するので、参加人数の確保が難しい。 

〇働く人が多いので人数が減っていっている。また、役員になることに不安を持つ人が多くいるこ

とで、活動自体に参加していただけないことが課題。 

〇指導者、ボランティア支援者も長年続けて高齢化してきており、若い世代の援助者がいない。 

〇兵庫県全体で子ども会が減っている。 

〇親も子どもが小さい時は一緒に参加して支援してもらえるが、小学校に入ってくると関わりも少

なくなってくる。 

〇半世紀以上の活動している中で感じていることは、親は子どもが小学生になると関心がないわけ

ではないが、忙しくてかまう時間がない気がする。子どもたちは、自分で考える力を身につける

ため、もっといろんな体験をする必要があるのではないか。 

〇「まちの子育てひろば」を実施しているが、対応できるスタッフが不足している。 
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記載内容 

〇参加メンバーは減少傾向にある。地域にある子育て広場にはたくさんの方が参加されている一方、

子育てサークルはなかなか人が集まらない。 

 

問３ 今後特に取組たいこと 

記載内容 

〇昨年度までは毎週行っていた活動を今年度は月２回へと減ってしまったので、また毎週行えるよ

うに役員とメンバー募集にも努めたい。 

〇市内全体で集めてする行事は、会自体の人を集める力（つながり等）が小さくできにくくなって

きており、最近では各地区単位で子ども会を活性化するための補助等を行っている。すもとっ子

クラブのように何回も集会を行い、お互いを知る機会は作っていきたい。 

〇子ども、親、先生、みんなが忙しいが今後もみんなが喜ぶ活動をしていきたい。 

〇障害児への支援の充実 

〇今後はもっと子育てサロンをＰＲしていきたい。 

〇サークル等で希望があればスタッフ派遣したい。 

〇育児・子育てサークルと LINE で情報共有をしていきたい。 

〇親も楽しめる企画をもっと増やしていきたい。 

〇参加メンバーが増えるように PC サイトやＳＮＳ4で発信する。 

〇定期的に交流の場をもつことで悩みを話せたりするが、口コミでしか入会希望が入ってこない。

入会したい方の連絡ルートが少ないので、連絡しやすい方法ＳＮＳやＤＭの方が連絡しやすいの

ではないか。 

〇子育てサークル同士は顔見知りだが、年に１回の合同行事しか交流がない。もっと合同事業を増

やしたい。 

 

問４ 行政からの必要な支援等 

記載内容 

〇転勤等で淡路島に移住され、車の運転免許証を持っていなかったり、車を持っていない等、様々

な理由で遠出ができない環境の親子がいるので、「ママのためのドライバー」のようなサービスが

あれば、市や淡路島の様々なイベント行事に参加することができるようになるので交流の場がで

き、閉じこもりがちな子育ての手助けになると思う。 

〇サークルに参加したい声はよく聞くが、どうしたらよいかわからない人も多いのではないか。情

報発信の仕方を検討する必要がある。行政にも声かけしていただきたい。 

〇都会と違って歩いて行ける公園が少ない。市民プールがない。児童遊園が少ない。整備をしてい

ってほしい。 

〇イベントの日程等の調整が難しく、社会スポーツ、体育協会、子ども会、商工会、学校等、他の

団体の情報がわかりづらく１ヶ所でわかるとありがたい。 

〇一目でわかるような行事一覧表があるとよい。 

                            
4 ＳＮＳ：social networking serviceの略で、ｗｅｂ上で社会的ネットワーク（ソーシャル・ネットワーク）を構築

可能にするサービスのこと。主に Twitterや Facebook、LINE、Instagram など。 
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記載内容 

〇このような場、拡大的に子どもに関連する団体が話せる場がほしい。 

〇専門のスタッフの確保について、財政的な支援があれば。 

〇意見交換の場が必要。今日のような場が定期的にあるとよい。 

〇子育て拠点についての PR をもっとしていただきたい。 

〇都度の会費 100 円（2 人目 50 円）、場所代１回 200 円で活動しているが、助成金があると助

かる。 

〇人が少なくなっているのが気になっている。イベントを開催したくても人が集まるか不安がある。

交流の場がほしい人はいっぱいいると思う。写真等をいれたチラシ等を作成するので、健診時等

に妊婦さんなどへ紹介し、つなぎ役になっていただきたい。 
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６ 第１期計画の主な事業の実施状況 

（１）幼児期の教育・保育 

本市では平成31年４月より公立認定こども園を開設し、保育の利用定員を増やして保育需

要の増加に対応しています。 

平成31年度実績は、量の見込みを利用区分別で見ると、１号認定は19人下回り、２号認定

23人、3号認定（1・２歳）は４人、見込みを上回っており、低年齢児での保育利用希望の増

加が見受けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※平成 27年度から平成 30年度は 3月末、平成３１年度は４月１日現在  

 

（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

平成 30 年度の利用状況は量の見込みを下回っています。 

 

 

 

 

 

  

（人）

満3歳以上
教育標準
時間認定

満3歳以上
保育認定

満3歳以上
教育標準
時間認定

満3歳以上
保育認定

（1号） （2号） 0歳 1・2歳 （1号） （2号） 0歳 1・2歳

量の見込み 340 557 54 297 319 522 53 295

利用実績 324 712 28 257 277 696 25 264

実績-見込み △ 16 155 △ 26 △ 40 △ 42 174 △ 28 △ 31

満3歳以上
教育標準
時間認定

満3歳以上
保育認定

満3歳以上
教育標準
時間認定

満3歳以上
保育認定

（1号） （2号） 0歳 1・2歳 （1号） （2号） 0歳 1・2歳

量の見込み 308 503 51 293 255 615 27 265

利用実績 281 642 53 278 265 624 43 273

実績-見込み △ 27 139 2 △ 15 10 9 16 8

満3歳以上
教育標準
時間認定

満3歳以上
保育認定

（1号） （2号） 0歳 1・2歳

量の見込み 250 610 26 265

利用実績 231 633 26 269

実績-見込み △ 19 23 0 4

平成31年度

満3歳未満
保育認定

（3号）

平成30年度

満3歳未満
保育認定

（3号）

平成29年度

満3歳未満
保育認定

（3号）

平成27年度 平成28年度

満3歳未満
保育認定

（3号）

満3歳未満
保育認定

（3号）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 142人 137人 95人 90人 90人

107人 96人 101人 44人

(延1,115人) (延1,108人) (延3,309人) (延991人)
-利用実績
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（３）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

未就学児の保育ニーズと同様に、放課後児童クラブの利用希望も増加傾向にあります。 

平成31年4月より広石小学校区内において新たに放課後児童クラブを開設し、他校区の児童

の受け入れもするなど、事業の拡大を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

平成27年度より本事業を開始していますが、利用数は量の見込みを下回っており、確保の

方策においても充足している状況となります。 

 

 

 

 

（５）地域子育て支援拠点事業 

平成30年度より、市内2箇所で開設している子育て学習センターを地域子育て支援拠点事業

として整備し、事業を実施しています。 

 

 

 

 

 

（６）一時預かり事業 

平成30年度の利用実績では、3～5歳の預かり保育において、量の見込みを上回る状況とな

っていますが、提供体制は確保されています。 

 

 

 

 

 

 

  

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

低学年 250人 246人 312人 309人 294人

高学年 182人 175人 31人 31人 29人

合計 432人 421人 343人 340人 323人

低学年 304人 329人 357人 410人 737人

高学年 27人 38人 55人 17人 43人

合計 331人 367人 412人 427人 780人

計画見込数

利用実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 10人日 10人日 10人日 10人日 10人日

利用実績 0人日 6人日 7人日 1人日

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 4,655人回 4,655人回 4,655人回 4,655人回 4,655人回

計画確保方策 0か所 0か所 0か所 2か所 2か所

実績 0か所 0か所 0か所 2か所 2か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

3～5歳　1号 3,553人日 3,333人日 7,477人日 6,231人日 4,919人日

3～5歳　2号 13,257人日 12,436人日 6,719人日 7,214人日 7,164人日

0～5歳 2,682人日 2,563人日 670人日 633人日 623人日

3～5歳　1号 11,807人日 8,788人日 8,328人日 6,379人日 -

3～5歳　2号 6,306人日 7,874人日 8,427人日 8,695人日 -

0～5歳 667人日 724人日 697人日 570人日 -

計画見込数

利用実績
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（７）病児・病後児保育事業 

平成31年4月より新たに開設した公立認定こども園に病後児保育室を設け、事業に取り組ん

でいます。 

 

 

 

 

（８）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

ファミリー・サポート・センター事業については、現在実施しておりません。利用者ニーズ

については、一時預かり事業（０～５歳）、放課後児童クラブ等で対応を行っています。 

 

 

 

 

 

（９）利用者支援事業 

利用者支援事業については、平成29年度より母子保健型として事業を実施しています。 

 

 

 

 

 

（10）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

保健師、助産師、家庭児童相談員により対象家庭を訪問して事業を実施しています。 

 

 

 

 

（11）養育支援訪問事業 

利用状況に関わらず、要保護児童等に対する支援のために関係機関との連携強化に努めると

ともに、支援が特に必要な対象者の家庭に対し支援員等を派遣し、引き続き育児不安の解消に

努めています。 

 

 

 

  

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 312人日 312人日 312人日 312人日 312人日

実績 0人日 0人日 0人日 0人日

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 144人回 144人回 144人回 144人回 144人回

実績 0人回 0人回 0人回 0人回

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 1か所 1か所 1か所 1か所 2か所

実績 0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 302人 293人 284人 276人 267人

利用実績 275人 297人 272人 226人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 4人 4人 4人 4人 4人

利用実績 2人 1人 0人 1人
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（12）妊婦健康診査 

助成券の交付により、妊婦健康診査に係る費用の助成を行っています。本事業は、妊婦がよ

り健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産を迎えるために重要であることから、積極的な受診

を促進するために支援しています。 

 

 

 

 

 

  

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

計画見込数 381人 369人 357人 346人 337人

利用実績 518件 502件 278件 300件
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 子ども・子育て支援の基本理念 

本計画は、「洲本市子ども・子育て支援事業計画」の第２期の計画であり、第１期の取組を

さらに発展させる後継計画的な性格を有するものであることから、基本理念を踏襲することと

し、本市における子ども・子育て支援の基本理念を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

洲本で子育て！みんなきらめく笑顔のまち 

洲本市で子どもを産んで育てたくなるような環境づくりに努め、教育・保育の質の

向上、家族の協力による子育て、行政、民間、地域の連携など、まちが一体となって

子育てを支援できる取組を推進します。 

こうした子育て支援の実現を通じて、安心して 子どもを産み、子どもが すくすく

と育ち、その親も子どもが育っていくことに喜びを感じ、互いに成長し合っていくこ

とは、洲本市の元気や活力につながっていきます。さらに、次代の主役である子ども

の育ちを、まちがあたたかく応援し、見守っていくことで、みんなの笑顔がきらめく

洲本市をめざして、次の通り、計画の基本理念を定めます。 
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２ 計画の基本目標 

本計画の基本理念の実現に向けて、第１期計画を継承した次の４つの基本目標を掲げ、総合

的な施策の展開を図ります。 

 

基本目標１ 子どもの成長を支える教育・保育の環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 安心して子どもを産み育てることができる環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 子ども・子育てを地域で支え合う環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 子育てと仕事を両立できる環境づくり 

 

 

 

 

  

次代の担い手である地域の子どもたちが豊かな人間性を培い、たくましく生きる力

を育み、さらに家庭を築き、子どもを産み育てる喜びを感じていけるように、親と子

がともに学び、育ち合うための学習の機会や場の整備を推進します。また、すべての

子育て家庭に対する様々な教育・保育サービスや子育て支援サービスの充実と、その

質の向上をめざします。 

また、将来の親となる世代が、子どもや家庭の大切さを知るためのふれあいの機会

を広げるとともに、一生のうちでも身体面、精神面の発達や変化が著しい思春期の子

ども達に対し、関係機関と連携した支援を充実させます。 

子どもが健やかに生まれ、育つことができる環境の実現に向けて、安全な妊娠・出産

の体制の確保と育児不安の軽減、子どもとその家族の健康を実現するための支援を推

進します。 

また、ひとり親や虐待防止に向けた支援や、子どもの発達に対する支援、障害児施

策、経済的な支援、外国につながる子どもへの支援など特別な支援を必要とする子ど

も達への支援の充実を図り、多様な子育て支援サービスの充実に努めます。 

 まちが一体となって子どもたちを見守ることができる子育て支援サービスを推進し

ます。特に各主体が連携を図りながら、子育て支援ネットワークを充実させ、祖父母

などの家族の協力を得られるように働きかけ、子どもと親双方の育ちを支援していき

ます。また、子どもを安心して産み育てることができる安全なまちをめざして、警察

や幼稚園、保育所、学校等との連携を強化するとともに、地域の住環境、道路交通環

境、公共施設等の整備を推進し、犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進します。 

。 

 男女がともに子育てをしながら働きやすい社会を実現すべく、多様で弾力的な保育

サービスの充実を図っていきます。子育て家庭だけでなく、結婚・妊娠・出産・育児

の切れ目のない支援をめざします。さらに、男性が子育てに積極的に参加できるよう、

子育て家庭に配慮した企業の取組が促進されるよう、企業への働きかけにも取り組ん

でいくと同時に、父親が子育てに目を向け、家族全体で協力して子どもを産み育てて

いく意識を広めていくことに努めます。 
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

【基本目標】                           【施策の展開】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

洲本で子育て！みんなきらめく笑顔のまち 基本 

理念 

基本目標１ 

子どもの成長を支える 

教育・保育の環境づくり 

基本目標２ 

安心して子どもを産み育てる 

ことができる環境づくり 

基本目標４ 

子育てと仕事を両立できる 

環境づくり 

（１）多様な子育て支援サービスの充実 

（２）子どもの健全育成 

（３）次代の親の育成 

（４）食育の推進 

（１）子どもや母親の健康の確保 

（２）小児医療等の充実 

（３）子育てに配慮した地域環境の整備 

（４）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（５）障害児施策の充実 

（６）経済的支援の充実 

（７）外国につながる子どもへの支援 

 

（１）子育て支援ネットワークづくり 

（２）家庭や地域の教育力の向上 

（３）児童虐待防止対策の充実 

（４）子どもの安全・安心の確保 

（１）仕事と生活の調和の実現のための 

働き方の見直し親の育成 

基本目標３ 

子ども・子育てを地域で 

支え合う環境づくり 
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４ 将来フレーム（将来の子ども人口） 

未就学児、小学生の子ども人口は、平成31年の3,646人から年々減少し、令和6年には現在

の８4％の3,048人となる見通しです。 

 

将来の子ども人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年
（2018）

平成31年
（2019）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

０歳 280 229 253 244 235 225 218
１歳 289 281 230 254 245 236 225
2歳 285 284 276 226 249 240 232
3歳 294 278 281 273 223 246 237
4歳 289 291 277 280 272 223 245
５歳 295 291 290 274 278 269 222
小計 1,732 1,654 1,607 1,551 1,502 1,439 1,379

６歳 340 288 290 288 273 276 267
７歳 356 333 286 288 286 271 274
８歳 335 356 331 285 287 285 270
９歳 344 334 357 331 286 287 285
10歳 343 342 334 357 331 286 287
11歳 388 339 341 334 356 330 286
小計 2,106 1,992 1,939 1,883 1,819 1,735 1,669

12歳 339 383 336 338 331 353 327

13歳 388 335 383 336 338 331 353

14歳 393 390 335 383 336 338 331

小計 1,120 1,108 1,054 1,057 1,005 1,022 1,011

15歳 369 387 386 332 380 333 335

16歳 425 360 384 383 329 377 331

17歳 465 423 361 385 385 329 379

小計 1,259 1,170 1,131 1,100 1,094 1,039 1,045

6,217 5,924 5,731 5,591 5,420 5,235 5,104０～17歳　合計

実績値 推計値

未
就
学
児

小
学
生

中
学
生

高
校
生

※実績値は「住民基本台帳」4月１日現在（外国人を含む） 

280 229 253 244 235 225 218

289 281 230 254 245 236 225

285 284 276 226 249 240 232

294 278 281 273 223 246 237

289 291 277 280 272 223 245

295 291 290 274 278 269 222

340
288 290 288 273 276 267

356
333 286 288 286 271 274

335
356

331 285 287 285 270

344
334

357
331 286 287 285

343
342

334
357

331
286 287

388
339

341
334

356
330

286

3,838
3,646

3,546
3,434

3,321
3,174

3,048
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平成30年

（2018）

平成31年
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令和３年
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令和４年

（2022）

令和５年

（2023）

令和６年

（2024）

乳幼児人口の推移

計

11歳

10歳

９歳

８歳

７歳

６歳

５歳

4歳

3歳

2歳

１歳

０歳

（人）

実績値 推計値
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第４章 子ども・子育て支援の総合的展開 

 

基本目標１ 子どもの成長を支える教育・保育の環境づくり 

 

（１）多様な子育て支援サービスの充実（第５章 子ども・子育て支援事業計画） 

【施策の方向】 

子育ての負担感などの緩和を図り、安心して子育てができる環境を整備するため、教育・

保育施設の充実を図るとともに、また、子育て家庭の親と子が保育所や児童館などの身近な

場所で交流したり、育児相談をすることのできる地域子育て支援拠点施設や、保育所におけ

る延長保育など、多様な保育ニーズに合ったきめ細かな保育サービスの展開に努めます。 

 

【主な取組】 

① 就学前児童の学校教育・保育サービスの充実 

地域のニーズに応じて、質の高い幼児教育・保育の提供体制、人材の確保及び教育・保

育の質の向上等に取り組みます。 

 

② 地域子ども・子育て支援事業の充実 

共働き家庭だけではなく、すべての子育て家庭を支援する地域子ども・子育て支援事業

の充実を図ります。 
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（２）子どもの健全育成 

【施策の方向】 

子どものよりよい育ちを支えていくために、質の高い教育・保育環境の整備及び充実を図

るとともに、認定こども園の普及を促進します。さらに、すべての子どもを対象として、放

課後や週末等に地域住民の協力を得て、学習や様々な体験活動、地域住民との交流活動等を

行うことができる安全・安心な居場所づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

① 質の高い教育・保環境整備充実 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

乳幼児期の教育・保育

と保育内容の充実 

自然体験や地域の人とのふれあい体験などの様々な体

験機会を積極的に取り入れることで、乳幼児期の教育・

保育の質の向上を図ります。また、道徳性や感性、創造

性など、豊かな人間性を育む保育内容の充実を図りま

す。 

継続 

職員の資質向上 子どもたちの多様な成長に沿って、子どもたちの生きる

力を育むため、幼稚園教育要領及び保育所保育指針に基

づき、研修を充実させ、教職員の資質向上を図ります。 

継続 

認定こども園の普及

促進 

幼稚園及び保育所において、認定こども園への整備を推

進し、質の高い教育・保育環境の充実を図ります。 

継続 

幼稚園及び保育所等

と学校の連携 

子どもが公平に保育や教育が受けられるよう、また教育

へのスムーズな接続を図るため、幼稚園及び保育所等と

学校の交流を進め、接続期における教育内容・方法の共

有化や連携、相互理解の促進等を図ります。 

継続 

保育所ネットワーク

の確立 

保育所や認定こども園間の保育・子育て情報の共有化を

図り、親への情報提供や適正な保育サービスが受けられ

るよう、保育ネットワークを確立させます。 

継続 

認可外保育施設との

連携 

利用者のニーズに合った多様な保育サービスを提供で

きるよう、認可外保育施設との連携を図ることで、本市

の保育サービスの水準を向上させます。 

継続 

休日保育事業の検討 保護者の就労、疾病などにより休日において家庭で保育

が困難となる場合、子どもを一時的に預かる休日保育事

業の実施を検討します。 

継続 

保育料の軽減 ひょうご保育料軽減制度5の活用など、保育料の軽減を

図ります。 
拡大 

  

                            
5 ひょうご保育料軽減制度：兵庫県では、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進するため、保育所・幼稚園等に通

うお子さんの保育料の一部を助成する制度。令和元年 10月からの幼児教育・保育の無償化に合わせ、10月以降、補

助単価を増額するとともに対象世帯を拡充。 
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② 放課後の居場所作り 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

新・放課後子ども総合

プランの推進 

国の「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、共働き

家庭を含むすべての児童が放課後等を安全・安心に過ご

し、多様な体験・活動を行うことができるよう、小学校

の余裕教室等を活用した環境整備を進めます。また運営

委員会を設置し、担当課の連携強化に努めつつ、放課後

児童クラブと放課後子供教室6の連携を推進します。 

継続 

放課後子供教室  

土曜チャレンジ学習 

放課後や週末の小学生を対象として、安全・安心な子ど

もの活動拠点を設け、地域住民の参画を得て、子どもた

ちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交

流活動等に取り組むことができる居場所づくりを推進

します。家庭や学校、地域と連携を図り、各地域の実情

を鑑み、子どもたちにとってより効果の高い放課後のあ

り方について検討していきます。 

継続 

施設整備 子どもが安全にのびのびと過ごせる環境づくりに向け

て、施設・設備を充実させます。また、既存の施設を活

用し、事業の拡大を図ります。 

継続 

 

③ 体験・交流活動の推進 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

子育て学習センター・

すこやか子育てセン

ター 

子育てに関する相談・指導、情報提供、親子活動、育児

サークルの育成・支援など、総合的な子育て支援を行い

ます。他の関係機関との連携を図り、地域の子育て支援

の拠点として事業を実施します。 

継続 

まちの子育てひろば

事業 

子育て中の親子が気軽に集い、園庭開放や子育て相談

等、親子のふれあいを通して仲間づくりをし、さらにそ

の中で子育ての悩みを話し合ったり、お互いに情報交換

ができる場を確保します。 

継続 

児童センター（児童

館） 

児童の健全育成の中枢的役割として、地域の子どもの遊

びや文化活動等の活動内容の充実に努めるとともに、放

課後児童健全育成事業、まちの子育て広場事業等の実施

を通じて、子育て支援活動を充実させます。また、地域

活動に対しての支援も強化し、地域の活性化と教育力の

向上を促します。 

継続 

                            
6 放課後子供教室：すべての児童の安全・安心な居場所を確保するため、すべての小学生に対して、学校の余裕教室、

体育館、公民館等を活用して様々な取組を実施する事業。 
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主な事業項目 取組内容等 方向性 

自然や文化にふれあ

う活動の充実 

子どもたちが自然のすばらしさや大切さを学んだり、地

域の文化を尊重し、継承していくことができるよう、自

然や文化等にふれあう活動の充実に努めます。 

継続 

県民交流広場事業 小学校区を単位としたコミュニティを対象に、住民組織

による身近な活動の「場」作りと活動の充実を支援しま

す。（平成 30 年度で県補助がすべて終了、以後は各団

体独自で予算を確保し、活動を継続。） 

継続 

スポーツ活動 スポーツを身近に親しめるよう、子どもや親子で参加で

きる活動の充実・提供を図ります。また、事業を広く普

及させ、活動の参加を促進します。 

継続 

地域交流・国際交流 国内外の姉妹都市提携を結んでいる市町を中心に、親善

を目的とした文化・スポーツなどをはじめとする交流事

業を実施します。 

継続 

図書館 魅力ある図書館づくりのため、多様化・高度化したニー

ズに対応した新鮮な書架の提供に努めるとともに、幼

児・児童を対象にした読み聞かせなど活動内容の充実を

図ります。 

継続 

学校支援地域本部事

業 

地域住民による学校教育活動の支援により、学校・家庭・

地域の連携協力を図るとともに、地域に根ざした教育活

動を充実させます。 

継続 

 

④ 地域団体・グループ活動の促進 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

子ども会活動 子ども会連絡協議会と連携し、活動の推進役である地域

の子ども会の活性化のため、引き続き活動の援助・指導

を行い、子ども会活動を促進します。 

継続 

子どもと地域高齢者

の交流事業 

子どもたちが高齢者との交流を通じて地域の文化にふ

れ、地域の人々と豊かな関係性を築きながら成長してい

くことができる環境づくりを推進します。 

継続 

少年少女スポーツ団

体活動 

スポーツを通じて子ども同士の交流を促進するために、

少年少女スポーツ団体による各種スポーツ活動を支援

します。 

継続 

スポーツクラブ 21 活

動 

小学校区単位での地域スポーツクラブ（スポーツクラブ

21）の活動を通じて、地域における世代間交流を促進し

ます。 

継続 

ボランティア活動等

の推進 

地域に根ざした活動やボランティア活動などへの支援

により、活動の活性化を図り、子どもの参加を促進しま

す。 

継続 
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（３）次代の親の育成 

【施策の方向】 

子どもを産み育てることの意義を理解し、子どもや家庭の大切さを理解できるよう、乳幼

児とふれあう機会を設けるなど、命の大切さを実感できる機会を提供します 。 

 

【主な取組】 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

思春期における子育

てふれあい活動 

地域に学ぶ「トライやる・ウィーク」及び地域連携推

進活動（地域に活かす「トライやる・アクション」）に

おいて、希望する中学生が保育所や幼稚園等で乳幼児

との交流を図ります。 

継続 

 

（４）食育の推進 

【施策の方向】 

乳幼児期から思春期までの発達段階に応じた、食に関する学習機会や情報の提供に努めま

す。また、食育について効果的な支援ができるよう、健診などの開催時に学習できる機会を

提供すると同時に、「あわじ環境未来島構想」における「食と農の持続」と関連を図りつつ、

地域の特色を活かした食育を推進します。 

 

【主な取組】 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

「食」に関する啓発活

動の推進 

乳幼児健診・相談事業等を通じて「食」に関する実態

を把握し、保護者が子どもの食べ物や食習慣に関心を

持つことができるように働きかけます。 

継続 

食育活動の推進 兵庫県洲本健康福祉事務所をはじめ関係機関と連携

を図りながら、保育所・幼稚園・学校等において各発

達段階に応じた食育を実施し、望ましい食習慣の定着

を推進します。 

継続 

学校における継続的

な食育実践の推進 

食生活に配慮し、かつ地域の特色を生かした食育を行

うため、家庭及び地域との連携強化を図ります。また、

食育の基礎・基本を教科の学習内容として学び、食育

と教科内容の関連性を十分に理解した指導が必要で

あることから、食育指導に関する教材等を活用し、学

校において効果的かつ継続的な食育実践を推進しま

す。 

継続 

学校給食を活用した

食育の推進 

学校給食によって、望ましい食習慣と食に関する正し

い知識を身に付けることができる機会を提供します。

さらに、地場産物の活用・米飯給食における旬の食材

を使用した献立の充実等により、自然の恵みや勤労の

大切さなどについて関心を深めることができるよう、

学校給食を活用した食育を推進します。 

継続 
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基本目標２ 安心して子どもを産み育てることができる環境づくり 

 

（１）子どもや母親の健康の確保 

【施策の方向】 

母親が妊娠期間を健康に過ごし、安心して出産し、子どもが健やかに生まれ育つことがで

きる支援に努めます。特に関係各課との連携による早期からの切れ目のない支援体制を確立

し、適切な時期での介入や保護者をサポートする体制づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

① 母子保健の充実      

主な事業項目 取組内容等 方向性 

妊娠出産包括支援事

業（母子健康包括支

援センター、産前産

後サポート事業、産

後ケア事業） 

一人ひとりの妊産婦の不安や悩み・孤立に対応し切れ

目のない相談支援の充実を図ることで、安心して妊

娠・出産・子育て期を過ごせる環境づくりを促進しま

す。 

新規 

母子保健手帳の交付 

妊婦健康相談 

妊娠中の健全な生活を送ることができるように、母子

の健康管理を行うための母子健康手帳を交付します。

交付時には助産師または保健師による個別相談を実

施し、早期からのサポート体制づくりを行います。 

継続 

乳幼児健康診査 ３～４か月児、10 か月児、１歳６か月児、３歳児と

定期的に実施している健康診査では、乳幼児の健康保

持・増進、疾病の早期発見に努めるとともに、親の育

児支援など幅広い健診内容の充実を図ります。定期健

診で要観察の子どもに対しては、精密健康診査、相談・

指導などの継続支援を行うことで、育児不安の解消を

図ります。 

継続 

訪問指導（妊産婦・新

生児） 

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、子どもの発育、栄養、

環境、疾病予防に留意し、日常生活や育児についての

指導を行い、親の不安解消を図ります。 

継続 

各種相談事業 妊婦（母子健康手帳交付時）、７か月児等を対象に発

育・発達状況及び子育て中の不安について把握し、子

育てしていく力を育むよう、育児や栄養、歯科相談を

実施します。 

継続 

こころの相談 親の育児不安に対し、子育てに自信を持てるよう支援

します。 

継続 
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主な事業項目 取組内容等 方向性 

発達支援相談 専門家と保護者が一緒に子どもの発達状況を確認し、

総合的な発達指導を行います。また、保護者の子育て

に関する不安感・孤立感にも対応し、子どもの発育・

発達を支援します。 

継続 

保育所等における発

達支援 巡回相談 

保護者が子どもの発達に意識が向き、安心して子ども

の就学を迎えることができるように、適切な支援を受

けられる体制づくりを行います。 

継続 

遊びの教室（ぽんたラ

ンド） 

就園までの言語・社会性の発達に遅れのみられる子ど

もと保護者に対し、親の悩み・不安に共感し、子ども

の持つ特徴を理解・受容し、成長を喜び合える支援を

行いながら、育児力を育みます。 

継続 

予防接種事業 子どもを感染症から予防するため、完全に予防接種が

受けられるよう、個別接種の推進を図るとともに、保

護者への啓発により接種率を向上させます。 

継続 

乳幼児期の事故予防 乳幼児に多い転倒、溺水、誤飲等の事故に関して、乳

幼児健診・相談事業での集団教育、個人相談やパンフ

レットの配布等を通じて、事故防止についての啓発を

推進します。 

継続 

乳幼児医療費の助成 小学校就学前（６歳に達した日以後の最初の３月 31

日まで）の乳幼児が健康保険による診療を受けた時の

医療費の自己負担分を助成します。所得制限がありま

すが、０歳児にはありません。 

継続 
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（２）小児医療等の充実 

【施策の方向】 

現在実施している医療体制が継続できるように、関係機関や近隣自治体との連携を図りつ

つ、いざという時でも信頼して診てもらえるよう、かかりつけ医を持つことの必要性に関し

ての啓発を推進します。 

また、不妊や不育症に悩む夫婦への支援として、随時相談に応じるとともに、県が実施し

ている不妊専門相談や不妊治療費助成事業、不育症治療費助成事業の周知を図ります。 

 

【主な取組】 

① 小児医療の充実 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

洲 本 市 応 急 診 療 所 

休日・夜間の小児救急

医療 

休日・夜間の小児の急病に対応するため、医師会等の

協力のもと、小児救急医療体制及び応急診療所の設備

の充実に努めます。 

継続 

 

② 不妊に対する助成 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

特定不妊治療費助成

事業 

高額な医療費が必要となる特定不妊治療を受ける夫

婦の経済的負担軽減を図り、治療に伴う不安や精神的

な負担に対して支援します。 

継続 

不妊に関する相談事

業 

妊娠を希望する夫婦に対し相談事業を行い、不妊に関

する不安や悩み等の軽減に努めます。 

継続 

 

③ 不育症に対する支援 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

不育症治療費助成事

業 

2 回以上流産や死産を繰り返す「不育症」の治療を受

ける夫婦の経済的負担軽減を図り、治療に伴う不安や

精神的な負担に対して支援します。 

新規 
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（３）子育てに配慮した地域環境の整備 

【施策の方向】 

道路、公園、公共交通機関、公的建築物において、段差の解消等のバリアフリー化を 進め

るとともに、妊産婦等への理解を深める「心のバリアフリー」を啓発し、ハード・ソフトの

両面から一体的なバリアフリー化に向けた取組を推進します。また、子どもや親子連れが安

心して遊べる環境整備に向けた取組を推進すると同時に、市営住宅等における住環境の整

備・充実を図ります。 

 

【主な取組】 

① 安心して外出できる環境の整備  

主な事業項目 取組内容等 方向性 

公共施設等の整備 公共施設において、親子トイレ、授乳コーナー、ベビ

ーカーで移動するためのエレベーターの設置など、子

どもや親子連れに配慮した子育てバリアフリー等の

施設整備を推進します。また、民間施設等への働きか

けも行います。 

継続 

道路の整備 子どもや親子連れが安心して行動できるよう、通園、

通学路の安全点検、歩道の確保や段差の解消、点字ブ

ロックの設置などを計画的に実施し、安全かつ快適な

歩行空間の整備を推進します。 

継続 

公共交通網の利便性

強化 

公共交通機関との協力・連携によって、公共交通網の

充実、安全性とサービスの向上を図り、利便性を強化

します。 

継続 

 

② 子どもの遊び場の整備・充実     

主な事業項目 取組内容等 方向性 

公園緑地の整備 緑化や児童遊具の整備・充実や、幅広い年齢層の住民

が憩い交流できる公園緑地づくりを推進します。さら

に、地域住民の参加による良好な公園緑地づくりを促

進します。 

継続 

自然と親しめる場の

確保 

緑や親水空間など豊かな自然資源の保全と活用を図

り、子どもが自然と親しむことができる場の充実に努

めます。 

継続 

良好な景観づくり うるおいとやすらぎのあるまちづくりを進めるため、

地域固有の自然や歴史、文化遺産を活かしながら都市

緑化を効果的に進め、良好な景観の形成を図ります。 

継続 
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③ 子育てに快適な住環境づくり 

 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

市営住宅等の整備 周辺環境に配慮した適切な市営住宅等の維持管理と

ともに、既存ストックの活用等にあたって、地域環境

との調和や多様な家族構成、子どもをはじめ高齢者・

障害のある人への配慮、子どもが安全に遊べる広場を

維持するなど、多様なニーズを踏まえて、良好な市営

住宅等の整備を推進します。 

継続 

宅地開発の誘導 民間の宅地開発については、法に基づいた適正な指導

を行うとともに、地域の実情等を勘案し、適正な開発

を誘導します。 

継続 

住環境の整備 引き続き、快適な生活環境を確保するために、安全性・

快適性に配慮しながら生活基盤施設の整備を進め、住

環境の整備・充実を図ります。 

継続 

シックハウス対策 市営住宅をはじめ、園舎や校舎などの子どもを取り巻

く建築物について、適正な環境調査を実施するととも

に、市民に対してシックハウス7に関しての意識啓発

を行い、子どもにとって安全・安心な環境づくりを推

進します。 

継続 

 

 

 

 

 

 

  

                            
7 シックハウス：住宅の高気密化などが進むに従って、建材等から発生する化学物質などによる室内空気汚染等と、そ

れによる健康影響のこと。 
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（４）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

【施策の方向】 

就労支援を軸としながら、住居、子どもの養育、離婚手続きの相談対応など、無理のない

自立に向けた総合的な支援を提供するとともに、相談への適切な対応ができるよう、関係機

関等との連携を図ります。 

また、子育て世帯における経済的負担を軽減し、安心して子育てができるとともに、子ど

もの将来がその生まれ育った環境によって左右されることがないよう、近年問題となってい

る貧困家庭や生活保護家庭を、自立に向け支援します。 

 

【主な取組】 

① ひとり親家庭等への支援の充実    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

ひとり親家庭への相

談事業 

ひとり親家庭の抱える様々な悩みに対して、適切な助

言・指導を行うことができるよう、母子・父子自立支

援員、民生委員・児童委員等関係機関との連携を強化

し、相談・指導体制の充実を図ります。 

継続 

ひとり親家庭への経

済的支援 

児童扶養手当の支給、医療費の助成、ひとり親家庭に

対する貸付や教育費等の援助など、ひとり親家庭に対

して経済的支援を行います。また、各種制度を周知し

ます。 

継続 

ひとり親家庭への生

活支援事業 

ひとり親家庭の自立を促進するため、母子生活支援施

設を有効活用します。また、父子家庭に対する家庭援

護サービスの実施を検討します。 

継続 

ひとり親家庭への就

業支援 

母子・父子自立支援員、福祉関係機関、公共職業安定

所等と協力し、ひとり親の就業促進を図ります。また、

自立支援教育訓練、高等技能訓練促進等の雇用対策、

母子・父子福祉資金の貸付等に取り組み、ひとり親家

庭の自立と生活の安定を図ります。 

継続 

家庭生活支援員の派

遣（婦人共励会委託事

業） 

児童養護施設への子育て短期支援、ひとり親家庭等の

日常生活を支援し、ひとり親家庭等の福祉の増進を図

ります。 

継続 
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（５）障害児施策の充実 

【施策の方向】 

特別な支援を要する子どもの健全な発達に向けて、個々の発達や障害に応じた適切な療育

体制や教育支援、在宅福祉サービスなど、保健、医療、福祉、教育等の相互の連携を強化し、

総合的に支援します。 

 

【主な取り組み】 

① 障害のある子どもとその家庭への支援    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

障害児保育 障害のある子どもも障害のない子どもとの交流を深

めることができるよう、障害のある子どもに適した保

育内容を検討するなど、受け入れ体制を整備します。 

継続 

障害児保育・特別支援

教育の充実 

保育所、幼稚園、認定こども園及び学校等において、

保育士・教職員の加配や研修等の実施により、障害の

ある子どもの保育・教育環境の充実を図ります。 

継続 

育成医療 身体に障害のある子ども、または支援を要する子ども

が指定育成医療機関に入・通院し、早期に治療を行い、

比較的短期間のうちに障害の軽減を図ること及び生

活能力の向上を目的に、医療の給付を行います。 

継続 

養育医療 身体の発達が未熟なまま出生した乳児は、生後すみや

かに適切な処置をすることが必要であるため、指定養

育医療機関に入院した際に、養育に必要な医療の給付

を行います。 

継続 

福祉手当等の支給 障害のある子どもやその家族のより安定した生活を

保障するために、障害児童福祉手当、特別児童扶養手

当等各種手当の支給を行います。また、各種制度を周

知します。 

継続 

発達障害児を持つ親

の会（マーチの会） 

保護者同士の交流・情報交換を通して子どもの特性を

理解し見通しをもつことで、子育てに自信が持てるよ

う支援します。 

継続 

障害児支援の提供体

制の整備等 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連

携を図るための協議の場を設置し、必要な障害福祉サ

ービス及び障害児通所支援等の専門的な支援の確保

に努め、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な

支援を身近な地域で受けられる体制を整えます。 

新規 
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（６）経済的支援の充実   

【施策の方向】 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されず、自分の将来に希望が持てる社

会の実現をめざして、子育て世帯における経済的負担を軽減し、安心して子育てができる体

制づくりを進めます。 

 

【主な取組】 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

児童手当の支給 中学校修了までの子どもに、児童手当を支給します。 継続 

教育費の支援 小・中学校の教育費の負担が困難な保護者に対して就

学援助を行い、教育費の負担軽減を図ります。 

継続 

出産祝金支給事業 子を出産し養育されているお母さんに、お祝い金を支

給します。 

継続 

 

（７）外国につながる子どもへの支援 

国際化の進展とともに今後増加が見込まれる外国籍の子どもが、円滑に教育・保育等が利

用できるよう、保護者及び教育・保育施設等に対し必要な支援を行います。 

 

【主な取組】 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

子ども多文化共生サ

ポーター 

日本語指導が必要な外国人児童生徒等の学校生活へ

の早期適応を促進するため、児童生徒の母語を話すこ

とができる子ども多文化共生サポーターを派遣し、支

援を行います。 

継続 
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基本目標３ 子ども・子育てを地域で支え合う環境づくり 

 

（１）子育て支援ネットワークづくり 

【施策の方向】 

子育てを地域社会全体で支えていくためには、地域の関係機関や地域住民との連携が必要

です。保護者同士や相談支援員のネットワーク、行政や関係機関とのあらゆるネットワーク

を有機的につなげることで、地域全体の子育て力の向上を図ります。また、そのネットワー

クの一部として、気軽に相談できる窓口や電話での相談、地域の担い手による相談活動など、

保護者のニーズや利用増加に対応した相談体制の整備を図ります。そういった一連の子育て

情報を集約し、積極的に発信することで、よりよい子育てができる環境を構築していきます。 

 

【主な取組】 

① 地域の子育て支援の活動拠点づくり  

主な事業項目 取組内容等 方向性 

活動施設・拠点の確保 子どもや子育てに関わる活動機会の充実を図るため

に、保育所、幼稚園、小・中学校、公民館など身近な

地域の各種施設を有効に活用していきます。 

継続 

 

② 地域の子育て支援のネットワークづくり 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

親子ふれあい体験教

室 

子育て学習センターにおいて、就園前の子どもと保護

者等を対象に、親子でのふれあいの機会や遊びの場を

提供するとともに、男性の子育て参画意識の向上にも

努めます。 

継続 

民生委員・児童委員、

主任児童委員との連

携強化 

民生委員・児童委員、主任児童委員の地域における活

動の支援を行い、連携強化を図ることで、より地域に

根ざした子育て支援を実施します。 

継続 

洲本市すこやか子育

て連絡会の連携強化 

「洲本市すこやか子育て連絡会」を構成する関係機

関・団体同士で積極的な情報交換を行うなど、連携を

強化し、子育て支援サービスのネットワーク化を図り

ます。 

継続 

未就園児とその保護

者への交流の機会づ

くり 

保育所・幼稚園等に通園していない、孤立しがちな未

就園児とその保護者に対して、園庭・園舎の開放や親

子登園やにこにこひろばなどを通じて、相談や交流機

会の提供を行います。 

継続 
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③ 相談体制の充実    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

保育所相談事業 身近な相談場所として、いつでも気軽に保育所や認定

こども園が利用できるように、保育士等による相談を

行います。 

継続 

悩み相談 子育て学習センター・すこやか子育てセンターにおい

て、面談や電話による子育ての悩み相談を行います。

また、悩みの解決に向けて適切な相談ができるよう、

関係機関との連携を図ります。 

継続 

民生委員・児童委員、

主任児童委員活動 

地域の身近な相談者として、民生委員・児童委員、主

任児童委員の活動の周知を図り、相談活動を活性化さ

せます。 

継続 

家庭児童相談室 家庭児童相談室において、子どもや子育てに関する

様々な相談・指導を行い、子どもや家庭の福祉の向上

を図ります。多様化・複雑化した相談内容に対応でき

るよう、関係機関との連携を強化します。 

継続 

教育相談 青少年センター・教育センター等において、家庭と学

校の連携を図りつつ、教育相談を実施します。問題行

動の未然防止、早期発見や適切な対応を実施するとと

もに、相談員の質の向上に努め、相談活動の充実を図

ります。 

継続 

子育てに関する相談

体制の整備 

子育てに関する様々な悩みに対して適切な相談・指導

ができるよう、福祉・保健・教育等相談機関のネット

ワークを構築し、すみやかにサービスが提供できる相

談体制の整備を図ります。 

継続 

 

④ 情報提供の充実   

主な事業項目 取組内容等 方向性 

子育て情報提供体制

の整備・強化 

関係機関とのネットワーク化を図り、子育てに関する

サービスや遊び場などの必要な情報を取りまとめ、広

報だけでなく、子育てハンドブックの発行、インター

ネット・SNS 等各種メディアの活用など、積極的な

情報発信と幅広い周知に取り組みます。 

継続 

子育て情報誌の拡充 地域の自主育児サークルと育児支援関係機関が作成

した子育て情報誌をさらに充実させるとともに、より

身近で効果的な場所への設置・配布を図ります。 

継続 
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（２）家庭や地域の教育力の向上 

【施策の方向】 

学校・家庭・地域がそれぞれの役割と責任を自覚し、連携・協力することで、社会全体で

子どもを育てる意識を醸成し、さらには家庭や地域の教育力を総合的に高めることをめざし

ます。 

また、社会の変化の中にあっても、すべての子どもが力強く生きていけるよう育成すると

ともに、子ども一人ひとりがのびのびと育つことのできる環境整備を推進します。さらに、

子どもが自分の心と身体を守り、相手を思いやる気持ちを育むことができるよう、正しい知

識の普及・啓発を図ります。 

 

【主な取組】 

① 家庭の教育力の向上    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

家庭教育力の育成 家庭学習の手引きの配布や子育て講演会などへの支

援を通じて、家庭教育に関する学習機会や情報の提供

を図ります。 

継続 

 

② 子育て支援の人材づくり    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

育児ボランティア、地

域活動ボランティア

及びリーダーの育成 

育児ボランティアや地域活動を行うボランティア、活

動の中心の役割を果たすリーダーの確保及び育成を

図ります。特に子育てを終えた人、高齢者などの知識

や経験を積極的に活用します。 

継続 

子育てサポーターの

育成 

子育てサポーターを育成し、子育てサポーターを中心

としたネットワークの構築をめざし、地域での子育て

支援の推進を図ります。 

継続 

 

③ 社会全体の子育て意識の醸成    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

子ども・子育て支援事

業計画の周知 

市民に対して「子ども・子育て支援事業計画」を周知

させることで、まち全体の子育て支援に対する意識を

高めます。 

継続 

 

④ 学校教育の充実と相談体制の整備    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

自然学校 人や自然とのふれあい、地域社会への理解を深めるた

めに、自然の中での集団宿泊学習を実施します。普段

の生活では得がたい様々な体験を通して、主体性と協

働性を培うことをめざし学習内容の充実を図ります。 

継続 
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主な事業項目 取組内容等 方向性 

トライやる・ウィーク 中学生が地域や自然の中で、自主性を尊重した様々な

活動や体験を通して、生きる力を育みます。学校・家

庭・地域の連携を図りつつ事業を実施します。 

継続 

トライやる・アクショ

ン 

トライやる・ウィーク推進事業で培われた地域の教育

力を活用し、地域の後継者である生徒が地域の良さや

ふるさとの恵みにふれることができるよう、既存の地

域行事等への積極的な参加を促進します。 

継続 

道徳教育の充実 ボランティア活動や福祉体験活動、兵庫型「体験活動」

等を通じて、道徳的実践力の向上を図り、児童・生徒

の自尊感情を育み、他者への思いやりや一人ひとりの

道徳性を育てます。 

継続 

人権教育の充実 子ども一人ひとりが差別や偏見を持つことなく、人権

の大切さを認識し、すべての人の人権を尊重すること

ができるよう、人権教育の充実を図るとともに、洲本

市いじめ防止基本方針を踏まえた取組を推進します。 

継続 

教育環境の整備 子どもが安心して教育を受けることができるよう、校

舎・体育館等学校施設の老朽化対策やバリアフリー対

策を実施します。また、多様な学習に対応するための

設備の充実など、良好な教育環境の整備を図ります。 

継続 

開かれた学校づくり

の推進 

オープンスクールを実施し、保護者や地域住民に教育

活動の情報を提供します。さらに学校評価や学校評議

員制度により、学校に対する意見等を聴きながら、開

かれた学校づくりを推進します。 

継続 

特色ある学校づくり

の推進 

各学校において、地域の人材の積極的な活用や、ふる

さと学習等を進め、地域とともに創意工夫しながら特

色ある学校づくりを推進します。 

継続 

子どもの相談体制の

充実 

関係機関との連携を図り、親や教師に悩みを相談でき

ない子どもがいつでも気軽に相談できる体制づくり

を整備するとともに、子どもに対して広く情報提供を

行います。 

継続 

特別支援教育 子どもの障害や発達障害の実態に応じた教育課程の

編成・実施を図り、個々に応じた適切な指導内容・方

法の改善・充実を推進します。 

継続 

適応指導教室 不登校児童・生徒の自立心や社会性を育み、心の安定

や生活への適応能力の向上を図り、学校生活への復帰

を支援します。 

継続 

教職員の資質の向上 教職員の資質向上のため、教職員自らが主体的に研修

に取り組み、個性を尊重した指導や様々な課題に対応

できる力の向上につながる体制づくりを図ります。 

継続 
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主な事業項目 取組内容等 方向性 

安全な教育環境づく

り 

教職員の危機管理意識を高めるための研修会を実施

するとともに、危機管理マニュアルを作成し、施設・

設備の改善を進め、安全な学校環境づくりを図りま

す。 

継続 

 

⑤ 思春期保健対策の充実    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

喫煙・薬物等の有害性

についての啓発 

学校教育や医師による防煙、受動喫煙防止教育の実施

を通じて、煙草や薬物等の有害性・危険性に関する知

識を普及させます。 

継続 

心の問題に対する支

援 

学校にスクールカウンセラー8を配置し、子どもの心

の問題の早期発見・内面理解に努め、適切な指導を行

います。また、小・中学校において「子どものこころ

の教育プログラム」を試行実施します。さらに、各種

専門相談員や地域住民の支援体制等の整備も検討し

ながら、各相談窓口や関係機関との連携強化を図り、

多様な心の問題に対する支援を行います。 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            
8 スクールカウンセラー：学校において、子どもの生活上での問題や悩みごとについて相談を受けたり、助言したりす

る臨床心理の専門家。 
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（３）児童虐待防止対策の充実 

【施策の方向】 

要保護児童対策協議会を中心として、関係機関との連携を強化するとともに、虐待予防の

観点から、子どもの人権を尊重する機運を高めるため、広報・啓発活動のほか、あらゆる機

会を通じて人権意識の高揚を図ります。また、不適切な言動や養育行為が行われることのな

いよう、幅広い視点で子どもに関わり、見守る体制づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

① 子どもの人権を尊重する社会づくり    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

人権教育の推進 市民一人ひとりが差別や偏見を持つことなく、人権の

大切さを認識し、すべての人の人権が尊重される社会

づくりを進めるため、家庭、学校、地域、企業など社

会の様々な場を通じて、人権教育の推進や人権意識の

啓発を図ります。 

継続 

児童の権利に関する

条約等の普及・啓発 

子どもを人格をもった一人の人間として捉え、子ども

の権利に対する理解が深まるように、「児童の権利に

関する条約」で守られる生きる権利等と、「児童憲章」

の趣旨や内容の幅広い普及と啓発に向けた取組を推

進します。 

継続 

 

② 児童虐待の防止・早期発見・早期対応の充実    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

児童虐待防止の啓発 親が子育ての悩みを抱え込むことがないよう、相談窓

口の情報提供に努めるとともに、「児童虐待の防止等

に関する法律」の趣旨を踏まえ、要保護児童に関する

通告義務等について広く啓発を図ります。 

継続 

児童虐待の早期発見・

対応のための活動推

進 

健診や相談など、各保健事業における虐待ハイリスク

ケースへのフォローや、保育所・幼稚園・学校等での

相談事業等を通じた見守りによる早期の発見に努め

ます。 

継続 

児童虐待防止に向け

たネットワークづく

り 

子どもへの虐待に対して、適切かつ早期に対応を図る

ため、保健・医療・福祉・教育等の関係機関及び地域

との連携による児童虐待防止のネットワークづくり

を推進します。 

継続 

要保護児童対策協議

会（子どもを守る地域

ネットワーク） 

要保護児童等に関する情報交換や支援内容を協議し、

地域全体で子どもたちや子育て家庭に対して適切な

支援が円滑に行われるよう取り組みます。（代表者会

議・実務者会議・個別ケース検討会議の開催） 

継続 
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主な事業項目 取組内容等 方向性 

子どもを守る地域ネ

ットワーク機能強化

事業（その他要保護児

童等の支援に資する

事業） 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワー

ク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワ

ーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワー

ク機関間の連携強化を図る取組を実施します。 

継続 

要保護児童の養育支

援 

様々な理由により保護が必要であったり、養育が困難

である子どもの人権を保護するため、乳児院、児童養

護施設、児童福祉施設等への入所や里親委託などによ

る健全な養育を支援します。 

継続 
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（４）子どもの安全 ・安心の確保 

【施策の方向】 

子どもを交通事故や犯罪等の被害から守るため、警察や関係機関・団体との連携及び協力

体制の強化を図り、総合的な交通安全・防犯対策を推進するとともに、防災教育の充実を図

ります。また、スマートフォンの普及に伴う長時間利用による生活リズムの乱れや、有害サ

イトを通じた犯罪等が問題になっており、学校等を通じて情報に関する正しい判断や、有害

情報の回避といった情報モラルの教育を推進します。被害にあった子どもに対しては、カウ

ンセリングや保護者に対する助言など、関係機関と連携して早期に対応を図ります。 

 

【主な取組】 

① 子どもの交通安全を確保するための活動の推進    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

交通環境の整備 通学路を中心とした交通安全施設の整備、違法・迷惑

駐車や放置自転車の防止、交通規制の適正化などによ

る良好な交通環境の確保を図ります。 

継続 

交通安全教育の推進 保育所・幼稚園・学校等における交通安全教室の充実

を図り、一人ひとりの交通安全意識を高めるととも

に、交通ルールや自転車通行のマナー等の指導を行

い、子どもの交通事故防止を推進します。 

継続 

交通安全意識の高揚 市民全体に対し、街頭啓発等を通じて交通安全の意識

を高め、交通マナーの向上を促進します。 

継続 

 

② 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進  

主な事業項目 取組内容等 方向性 

地域環境の整備 子どもの健全育成のために、地域住民の協力を得て、

地域子育てネットワーク推進協議会やボランティア

等の連携のもと、地域安全活動の強化、犯罪を誘発す

るような社会環境の浄化、青少年の非行防止、自主防

犯意識の普及・啓発など、地域環境の整備を図ります。 

継続 

防犯活動の推進 学校教護委員会の定期的な開催による情報交換や、防

犯協会、青少年補導員、自主防犯グループと連携した

パトロールにより、犯罪の抑止を図ります。また、「子

どもを守る 110 番の家・店9」や防犯カメラの設置等

により、子どもの犯罪被害の未然防止を推進します。 

継続 

被害にあった子ども

の保護 

スクールカウンセラーの配置等を通じて、子どもの立

ち直りや、その後の健全な育成を支援します。 

継続 

                            
9 こども110番の家：子どもたちが登下校時や公園などで身の危険を感じたときに、安心して避難できる場所として、地

域の民家・商店・事業所などの自主的な協力の下、子どもたちを安全に保護し、110番通報などをするために設置され

たもの。 
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③ 子どもを災害から守るための活動の推進  

主な事業項目 取組内容等 方向性 

防災教育の推進 子どもを災害から守るまちづくりの推進に向けて、保

育所・幼稚園・学校等における避難訓練や防災教育を

実施します。 

継続 

地域における防災活

動の促進 

地域での防災訓練等の開催を促進し、自主防災組織10

の普及・啓発と組織の強化を図ります。 

継続 

 

④ 子どもを取り巻く有害環境対策    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

健全な環境づくりの

促進 

警察等関係機関との連携を強化し、有害な図書類の販

売店及び玩具類取扱店、レンタルビデオ店、インター

ネットカフェ、カラオケハウス等への訪問調査・指導

を通じて有害環境の浄化を図ります。 

継続 

 

 

 

 

 

  

                            
10 自主防災組織：地域住民が協力して「自分たちの地域を自分たちで守る」ために立ち上げる組織のこと。 
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基本目標４ 子育てと仕事を両立できる環境づくり 
 

（１）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

【施策の方向】 

家庭生活において男女がともに協力し、固定的な性別役割分担意識を見直すために、男女

共同参画意識の普及・啓発を図ります。また、各種制度の整備が進む中でも、実際には取得・

活用が十分に進んでいない状況が続いていることから、各種制度の取得・活用を促進すべく、

職場等へ働きかけます。さらに、子どもを産んだあとでも女性が働き続けることができるよ

う、幅広い就労支援に取り組みます。 

 

【主な取組】 

① 男性の家事・育児参加の促進    

主な事業項目 取組内容等 方向性 

男女共同参画意識の

普及 

国が推進している働き方改革の効果により、その空い

た時間を男性も家庭生活で共同で担うことで固定的

な性別分担意識を見直すとともに、セミナーや講演会

以外にも様々な啓発を通じてワーク・ライフ・バラン

ス11の実現に向けた取組を推進します。 

継続 

 

② 職場環境の整備 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

育児休業制度等諸制

度の普及・啓発 

子育てと仕事が両立できるように、育児休業制度等の

制度の趣旨や内容についての普及・啓発を図ります。 

継続 

労働条件の改善の啓

発 

子育て家庭が就業生活と家庭生活の両立を図り、ゆと

りある生活を送ることができるように、フレックスタ

イム12制、労働時間の短縮など、子育てに配慮した労

働条件の改善に向けた啓発を推進します。 

継続 

職場における意識改

革の推進 

子育ての社会的役割の認識、男女の固定的な性別役割

分担意識の解消や、家庭における男女共同責任の認識

の浸透を図り、子育てと仕事を両立できるように、職

場全体が協力し合う機運の醸成を図るための啓発を

推進します。 

継続 

 

  

                            
11 ワーク・ライフ・バランス：「仕事と生活の調和」と訳され、それが実現した社会は、一人ひとりがやりがいや充実

感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といっ

た人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会と定義される。 
12 フレックスタイム制：始業や就業の時間を社員が自分で自由に決めることができる働き方」のこと。 
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③ 就業や再就職支援の充実 

主な事業項目 取組内容等 方向性 

就業情報の提供・相談 関係機関との連携を図り、就業情報の提供に努めると

ともに、気軽に利用できる職業相談の場の設置を検討

します。 

継続 

女性の職業能力の開

発に向けた支援 

女性の就業あるいは再就職を促進するために、技術・

技能を修得できる講習会の開催等、能力開発に向けた

支援を行います。 

継続 
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第５章 子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

１ 子ども・子育て支援制度の概要 

（１）制度の全体像 

子ども・子育て関連３法に基づき実施される、子ども・子育て支援の制度であり、主な

ポイントとしては「認定こども園の普及」、「保育の量的拡大・確保」、「地域子ども・子育

て支援の充実」などが挙げられます。 

また、教育・保育の無償化により、新たに施設等利用給付が新設され、施設等利用費が

支給されます。 

 

制度における給付・事業の全体像 

 

 

 

 

                            

                           

 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         

     

Ⅱ 地域子ども・子育て支援事業 

１）利用者支援に関する事業 

２）時間外保育事業（延長保育事業） 

３）①放課後児童健全育成事業 

②放課後子ども教室 

４）子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

５）乳児家庭全戸訪問事業 

６）養育支援訪問事業 

７）地域子育て支援拠点事業 

８）一時預かり保育 

９）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター） 

11）妊婦健康診査 

12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業  

         

子どものための教育・保育給付 

（小学校就学前の子ども対象） 

施設型給付 

（認定こども園・幼稚園・保育所） 

地域型保育給付 

（小規模保育・家庭的保育・事業

所内保育・居宅訪問型保育） 

子育てのための施設等利用給付 

（新制度未移行の幼稚園、認可外保育施

設、預かり保育等の利用） 

子どものための現金給付（児童手当） 

Ⅰ 子ども・子育て支援給付 
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（２）対象となる施設・事業 

① 子どものための教育・保育給付（教育・保育施設） 

施設種別 
利用できる 

保護者 

対象となる 

子ども 
内  容 

幼稚園 制限なし ３歳～就学前 小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期

の教育を行う学校です。教育時間終了後の預かり

保育なども実施しています。 

新制度に移行している幼稚園は利用料が無償と

なります。 

認可保育所 共働き世帯など、

家庭での保育が

できない保護者 

０歳～就学前 就労などのため家庭で保育できない保護者に代

わって保育する施設です。子どもの状況や発達過

程を踏まえ、保育所における環境を通して、養護

及び教育を行います。 

０～２歳は住民税非課税世帯・３歳以上は利用料

が無償となります。 

認定こども園 教育利用：制限な

し 

保育利用：共働き

世帯など、家庭で

の保育ができな

い保護者 

０歳～就学前 小学校就学前の子どもの教育と保育を一体的に

提供するとともに、子育て支援事業を行う施設

で、幼稚園的機能（教育利用）と保育所的機能（保

育利用）の両方の役割を果たします。 

０～２歳は住民税非課税世帯・３歳以上は利用料

が無償となります。 

 

② 地域型保育（地域型保育給付） 

地域型保育は、市の認可事業として、待機児童の多い０歳児～２歳児を対象とする事

業です。地域の様々な状況に合わせて保育の場を確保します。 

 

事業種別 内  容 

家庭的保育 家庭的保育事業者（保育ママ）がその自宅において、家庭的な雰囲気の中で少人数（定

員３人以下）を対象にきめ細やかな保育を行います。 

小規模保育 少人数（定員６人から 19人まで）を対象に、家庭的保育に近い雰囲気の中できめ細や

かな保育を行います。 

事業所内保育 事業所の保育施設などで、従業員の子どもだけでなく、地域の保育を必要とする子ど

もも一緒に保育を行います。 

居宅訪問型保育 障害・疾患などで個別のケアが必要な場合や、施設が無くなった地域で保育を維持す

る必要がある場合などに、保護者の自宅で１対１で保育を行います。 
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③ 子育てのための施設等利用給付 

幼稚園<新制度未移行>、認可外保育施設、預かり保育等の利用に係る支援を行います。 

 

施設種別 
対象となる 

子ども 
利用支援の内容 

子どものための

教育・保育給付の

対象外である幼

稚園 

３歳～就学前 新制度の幼稚園における利用者負担額 2.57 万円を上限として無償

化。 

特別支援学校の

幼稚部 

３歳～就学前 ３～５歳の就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）

を利用する子どもたちについて、利用料を無償化。 

認可外保育施設 ０歳～就学前 保育の必要性があると認定された３～５歳を対象として、認可保育

所における保育料の全国平均額までの利用料を無償化。０～２歳に

ついては、住民税非課税世帯を対象として、月額 4.2万円までの利

用料を無償化。 

預かり保育事業 ３歳～就学前 保育の必要性があると認定を受けた場合には、幼稚園や認定こども

園の利用料に加え、利用実態に応じて、認可保育所における保育料

の全国平均額（月額 3.7万円）と幼稚園保育料の無償化の上限額と

の差額である最大月 1.13 万円までの範囲で預かり保育の利用料を

無償化。 

一時預かり事業 

病児保育事業 

子育て援助活動

支援事業 

０歳～就学前 特定教育・保育施設（保育所・認定こども園）または特定地域型保

育事業を利用できていない方で保育の必要性がある場合は、保育所

等の利用者との公平性の観点から、施設等利用給付第２・３号認定

を受けることにより、認可保育所における保育料の全国平均額（３

歳から５歳までの場合、月額 3.7万円）まで認可外保育施設等の利

用と併せて、施設等利用給付を受けることができる。 

 

④ 地域子ども・子育て支援事業 

すべての子育て家庭を支援するため、家庭で子育てをする保護者も利用できる「一時預

かり保育」「病児・病後児保育」「地域子育て支援拠点事業」など、地域での様々な子育て

支援事業を実施します。 
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（３）保育の必要性の認定 

① 認定区分 

子どものための教育・保育給付や子育てのための施設等利用給付の利用を希望する保

護者に、利用のための認定（保育の必要性の認定）を受けていただきます。認定は６つの

区分となっており、認定に応じて施設や事業などの利用先が異なります。 

 

認定区分 対象となる子ども 利用できる主な施設・事業 

教
育
・
保
育
給
付 

１号認定 
新制度幼稚園等のみを希望する満３歳以上

の就学前の子ども 

幼稚園 

認定こども園（教育利用） 

２号認定 
満３歳以上で保護者の就労や疾病などによ

り、家庭での保育が困難な子ども 

認可保育所 

認定こども園（保育利用） 

３号認定 
満３歳未満で保護者の就労や疾病などによ

り、家庭での保育が困難な子ども 

認可保育所 

認定こども園（保育利用） 

地域型保育事業 

施
設
等
利
用
給
付 

新１号認定 

満３歳以上の小学校就学前子どもであっ

て、新２号認定子ども・新３号認定子ども

以外のもの 

幼稚園、特別支援学校等 

新２号認定 

満３歳に達する日以後最初の３月 31 日を

経過した小学校就学前子どもであって、保

護者の就労や疾病などにより、家庭での保

育が困難な子ども 

認定こども園、幼稚園、特別支援

学校（満３歳入園児は新３号、年

少児からは新２号） 

認可外保育施設、預かり保育事

業、一時預かり事業、病児保育事

業、ファミリー・サポート・セン

ター事業（２歳児まで新３号、３

歳児からは新２号） 

新３号認定 

満３歳に達する日以後最初の３月 31 日ま

での間にある小学校就学前子どもであっ

て、保護者の就労や疾病などにより、家庭

での保育が困難な子どもの内、保護者及び

同一世帯員が市町村民税世帯非課税者であ

るもの 

 

② 保育を必要とする事由 

保育所などで保育を希望する場合の保育認定（２号認定、３号認定、新２号認定、新３

号認定）にあたっては、保護者のいずれもが、次のいずれかに該当することが必要です。 

・就労（月 64 時間以上） 

・妊娠、出産 

・疾病、障害 

・同居または長期入院などをしている親族の介護・看護 

・災害復旧 

・求職活動 

・就学 

・虐待やＤＶのおそれがあること 

・育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること 
 

③ 保育の必要量 

保育の必要な時間に応じて、次のいずれかに区分されます。 

・「保育標準時間」認定：フルタイム就労などを想定した利用時間（11 時間以内） 

・「保育短時間」認定：パートタイム就労などを想定した利用時間（８時間以内） 
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３歳～５歳 
 

保育の必要性の認
定事由に該当する

子供 

３歳～５歳 
 

上記以外 

・共働き家庭 
・ひとり親で働い
ている家庭 

など 

・専業主婦（夫）
家庭 など 

幼稚園、保育所、認定こども園、 

障害児通園施設  
無償 

（幼稚園は月 2.57 万円まで） 

利用 幼稚園の預かり保育 

利用 

 

 園 
障害児通園施設 

（一般的にいう認可外保育施設、自
治体の認証保育施設など） 

ともに無償 
（幼稚園は月 2.57 万円まで） 

利用 
幼稚園、認定こども園、 

障害児通園施設 

 幼稚園、認定こども園 障害児通園施設 

無償 
（幼稚園は月 2.57 万円まで） 

（
※
） 

月 3.7万円まで無償 

幼稚園保育料の無償化 
（月 2.57 万円まで）に加

え、月 1.13 万円（月 3.7

万円との差額）まで無償 

利用 
（複数利用） 

複数利用 

複数利用 

（幼稚園は月 2.57 万円まで） 

ともに無償 

【参考：幼児教育の無償化について】 

 

※幼児教育の無償化の具体的なイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注２）上記のうち認可外保育施設及びベビーシッターについては、認可外保育施設の届出をし、指

導監督の基準を満たすものに限る（ただし、５年間の経過措置として、指導監督の基準を満

たしていない場合でも無償化の対象とする猶予期間を設ける）。 

（注１）幼稚園の預かり保育や認可外保育施設を利用している場合、無償化の対象となるためには、保育の

必要性の認定事由に該当することが必要となる。 

住民税非課税世帯については、０歳～２歳児についても上記と同様の考え方により無償化の対象とな

る。この場合、月 4.2 万円まで無償。 
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２ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第 61 条第２項第１号において、教育・保育提供区域とは、「市町

村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施

設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域」とされています。 

自治体は、この教育・保育提供区域を設定し、区域ごとに需要の指標となる「量の見込み」

と供給の指標となる「確保方策」のバランスを見て、教育・保育施設や地域の子育て支援等

を計画的に整備、推進することになります。 

本市では教育・保育提供区域について、1 期計画を継承し次のように設定します。 

 

 

 

 

 

３ 教育・保育の量の見込みと確保の内容 

市では、幼稚園、保育所、認定こども園などの利用にあたり、子どもの年齢や保育の必

要性に応じて利用のための認定を行います。計画期間における「幼児期の学校教育・保育の

量の見込み」は、平成 27 年度からの実績をもとに、計画策定に係るニーズ調査（平成 30

年 11 月実施）の結果も活用し定めます。 

 

【提供体制・確保方策の考え方】 

幼児期の学校教育・保育施設としては、幼稚園と保育所、認定こども園において、量の見

込みに応じた確保方策の定員数を確保できるよう、施設整備等に取り組んでいきます。また、

地域型保育事業（小規模保育事業等）については、引き続き保護者のニーズを把握しながら、

必要性について検討します。 

 
 

  

本市における教育・保育の提供区域は、全市的な取組やまちの構想に基づき、市民の移

動実態を踏まえた施設、事業の整備など、敏速かつ柔軟に対応できるといった点を加味し

て、広域的に圏域を捉え、１圏域に設定します。 
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【幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保の内容及び時期】 

「教育・保育施設による確保の内容および実施時期（確保方策）」を次の通り設定します。  

この事業計画に基づき、計画期間において必要な教育・保育施設の整備を計画的に実施し

ていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

1号認定 1号認定

3-5歳 ０歳 １-2歳 3-5歳 ０歳 １-2歳

教育のみ 幼希望 その他 教育のみ 幼希望 その他

（参考）児童数推計 253 506 244 480

187 32 624 29 242 182 31 608 28 223

22.1% 3.8% 73.6% 11.5% 47.8% 22.0% 3.7% 73.5% 11.5% 46.5%

認定こども園、幼稚園、
保育園（特定教育・保
育施設）

107 - 624 29 242 102 0 608 28 223

確認を受けない幼稚園 80 32 - - - 80 31 - - -

地域型保育 0 - - - - - - - - -

提供量合計 187 32 624 29 242 182 31 608 28 223

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1号認定 1号認定

3-5歳 ０歳 １-2歳 3-5歳 ０歳 １-2歳

教育のみ 幼希望 その他 教育のみ 幼希望 その他

（参考）児童数推計 235 494 225 476

169 29 569 27 233 163 27 543 26 225

21.9% 3.8% 73.6% 11.5% 47.2% 22.1% 3.7% 73.6% 11.6% 47.3%

認定こども園、幼稚園、
保育園（特定教育・保
育施設）

89 0 569 27 233 83 0 543 26 225

確認を受けない幼稚園 80 29 - - - 80 27 - - -

地域型保育 - - - - - - - - - -

提供量合計 169 29 569 27 233 163 27 543 26 225

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1号認定

3-5歳 ０歳 １-2歳

教育のみ 幼希望 その他

（参考）児童数推計 218 457

155 26 518 25 216

22.0% 3.7% 73.6% 11.5% 47.3%

認定こども園、幼稚園、
保育園（特定教育・保
育施設）

75 0 518 25 216

確認を受けない幼稚園 80 26 - - -

地域型保育 - - - - -

提供量合計 155 26 518 25 216

0 0 0 0 0

②確保の内容

②-①

704

①量の見込み（必要利用定員総数）

需要率

市全域

令和６年度

2号認定 3号認定

3-5歳

保育必要

②確保の内容

①量の見込み（必要利用定員総数）

848

令和３年度

令和４年度

保育必要

2号認定

3-5歳

3号認定2号認定

3-5歳

827

令和５年度

需要率

令和２年度

町全域
3号認定

保育必要

3号認定

738

保育必要

②-①

②-①

町全域

①量の見込み（必要利用定員総数）

需要率

②確保の内容

773

3号認定

保育必要

2号認定

3-5歳 3-5歳

2号認定
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

（１）延長保育事業（時間外保育事業） 

【事業概要】 

延長保育事業（時間外保育事業）は、保護者の就労形態等の事情で在園児を対象に、保育

時間（標準時間：11 時間、短時間：８時間）を超えて保育する事業です。 

【提供体制、確保策の考え方】 

延長保育事業（時間外保育事業）については、令和元年度現在 10 箇所で実施しています。

今後も引き続き利用者のニーズに対応できる提供体制を確保します。 

 

 

 

 

 

 

（２）放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

【事業概要】 

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） は、保護者の就労等により、放課後家庭に

おいて適切な監護が受けられない児童を対象とし、活動や遊び場を通し、適切な遊び及び生

活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

【提供体制、確保策の考え方】 

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）についは、令和元年度現在 11 箇所で実施

しており、地域の実情に応じて弾力的に運用しています。さらに「新・放課後子ども総合プ

ラン」の推進として、放課後子供教室との一体的サービスの提供に努め、総合的な放課後対

策に取り組みます。 

今後、児童の安全な保育環境を図る観点からも、市所管施設の有効活用や小学校の余裕教

室等の活用促進など、提供体制の確保に努めます。 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人 67 65 65 63 62

人 67 65 65 63 62

人 0 0 0 0 0②-①

①量の見込み

②確保方策
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（３）子育て短期支援事業 

【事業概要】 

子育て短期支援事業は、保護者の疾病や出産、冠婚葬祭、心身のリフレッシュ等により、

家庭での児童の養育が一時的に困難な場合に児童養護施設などで一時的に児童を預かり、こ

れらの児童及びその家庭の福祉の向上を図ることを目的とする事業です。休日・宿泊を含め

たショートステイ事業と、夜間に預かりを行うトワイライトステイ事業があります。 

【提供体制、確保策の考え方】 

保護者の疾病等の理由により養育を受けることが一時的に困難となった児童に対する支

援の強化に努めます。 

 

 

 

 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人日 3 3 3 3 3

人日 3 3 3 3 3

人日 0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保方策

②-①

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1年生（6歳） 人 290 288 273 276 267

２年生（7歳） 人 286 288 286 271 274

３年生（8歳） 人 331 285 287 285 270

４年生（9歳） 人 357 331 286 287 285

５年生（10歳） 人 334 357 331 286 287

６年生（11歳） 人 341 334 356 330 286

計 人 1,939 1,883 1,819 1,735 1,669

1年生（6歳） 人 145 147 142 146 144

２年生（7歳） 人 114 119 121 119 124

３年生（8歳） 人 100 91 96 100 99

４年生（9歳） 人 45 42 37 38 38

５年生（10歳） 人 2 2 2 2 2

６年生（11歳） 人 0 0 0 0 0

計 人 406 401 398 405 407

1年生（6歳） ％ 50.0% 51.0% 52.0% 52.9% 53.9%

２年生（7歳） ％ 39.9% 41.3% 42.3% 43.9% 45.3%

３年生（8歳） ％ 30.2% 31.9% 33.4% 35.1% 36.7%

４年生（9歳） ％ 12.6% 12.7% 12.9% 13.2% 13.3%

５年生（10歳） ％ 0.6% 0.6% 0.6% 0.7% 0.7%

６年生（11歳） ％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

提供量 人 406 401 398 405 407

施設数 施設 11 11 11 11 11

0 0 0 0 0

①量の見込み
（ニーズ量）

需要率

②確保方策

②-①

参考児童数
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（４）地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】 

地域子育て支援拠点事業は、公共施設や保育所等の身近な場所で、子育て中の親子が気軽

に集い、相互交流や子育ての不安や悩みを相談できる場所を提供する事業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

平成 30 年度より、市内２箇所で開設している子育て学習センターを地域子育て支援拠点

事業として整備し、事業を実施しています。今後も引き続き多くの利用につながるよう内容

の充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

（５）一時預かり事業 

【事業概要】 

一時預かり事業は、幼稚園在園児を対象とした預かり保育事業と、保育所での就学前まで

の児童を保護者の疾病、出産及び親族の看護や、育児疲れなどでリフレッシュしたい時など

に預けることができる一時預かり事業があります。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

引き続き、利用ニーズに応じた事業実施に努めます。 

 

⑤－１ 幼稚園等における預かり保育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人 219 213 198 190 181

１号認定による利用 人日 4,308 4,216 3,959 3,926 3,837

２号認定による利用 人日 8,069 7,898 7,416 7,354 7,189

計（①） 人日 12,377 12,114 11,375 11,280 11,026

確保方策 延べ人数（②） 人日 12,377 12,114 11,375 11,280 11,026

箇所数（公立） 箇所 2 2 2 2 2

         （私立） 箇所 4 4 4 4 4

人日 0 0 0 0 0

量の見込み
（ニーズ量）

幼稚園（１号・２号認定）利用ニーズ量

②-①

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人日 4,217 4,043 3,860 3,840 3,698

箇所 2 2 2 2 2

量の見込み（ニーズ量）

確保方策
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⑤－２ 幼稚園等以外における一時預かり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）病児・病後児保育事業 

【事業概要】 

病児・病後児保育事業は、病気または病気回復期にあるため集団保育が困難な児童を保育

所・医療機関等に併設された専用室で預かり、保護者の子育てと就労等の両立を支援する事

業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

平成 31 年より新たに開設した公立認定こども園に病後児保育室を設け、事業を実施して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人日 521 495 472 445 420 

人日 521 495 472 445 420 

保育所 か所 2 2 2 2 2 

認定こども園 か所 3 3 3 3 3 

計 か所 5 5 5 5 5 

人日 521 495 472 445 420 

人日 0 0 0 0 0

確保量（②）

差　引 （②－①）

量の見込み（①）

確保方策

一時預かり事業（幼稚園型以外）②

具体策 一般型

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み
（ニーズ量）

病児・病後児保育 人日 403 397 393 390 386

人日 403 397 393 390 386

箇所 1 1 1 1 1

総定員 3 3 3 3 3

人日 0 0 0 0 0

病後児対応型

②-①

②確保方策
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（７）ファミリー・サポート・センター事業 

【事業概要】 

ファミリー・サポート・センター事業は、育児の援助をしたい人（提供会員）と、育児の

援助をしてほしい人（依頼会員）が会員となり、地域の中で助け合いながら子育ての援助活

動をする会員組織で、相互の活動の連絡・調整を実施する事業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

ファミリー・サポート・センター事業については、現在実施しておりません。利用者ニー

ズへの対応については、既存の一時預かり事業（０～５歳）、放課後児童クラブ等で引き続き

確保体制を整えるとともに、より隙間のない支援へ向けた取り組みとして、同事業の実施も

検討してまいります。 

 

 

 

 

 

（８）利用者支援事業 

【事業概要】 

利用者支援事業は、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用情報を集約して、子

どもや保護者からの相談に応じ、必要な情報提供や助言をするとともに、関係機関との連絡

調整等を行う新たな事業です。子どもや保護者が、幼稚園や保育所等の教育・保育事業や一

時預かり、放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て支援事業の中から適切なものを選択し、

円滑に利用できるように、専任の職員等が身近な場所（行政窓口等）で支援をします。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

利用者支援事業については、平成 29 年度より母子保健型として事業を実施しています。

利用者のニーズに対応できる提供体制を確保します 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人日 135 130 126 121 116

人日 0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保方策

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

基本型・特定型 箇所 1 1 1 1 1

母子保健型 箇所 1 1 1 1 1

基本型・特定型 箇所 1 1 1 1 1

母子保健型 箇所 1 1 1 1 1

量の見込み

確保方策
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（９）乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】 

乳児家庭全戸訪問事業は、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭〔新生児訪問（生後

２か月まで）を含む〕を訪問して、子育て支援情報の提供や養育環境等の把握を行い、必要

なサービスにつなげる事業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

乳児家庭全戸訪問事業については、今後も子育て家庭の状況を把握しながら、保健師、助

産師、家庭児童相談員により対象家庭を訪問し、育児に関する不安の解消をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

（10）養育支援訪問事業 

【事業概要】 

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要な家庭に対して、保健師及び保育士等の専門家

が訪問等により養育に関する指導、助言及び家事の援助等を行い、適切な養育の実施を確保

する事業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

養育支援訪問事業については、利用状況に関わらず、要保護児童等に対する支援のために

関係機関との連携強化に努めるとともに、支援が特に必要な対象者の家庭に対し支援員等を

派遣し、引き続き育児不安の解消に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 件 253 244 235 225 218

実施体制 人 3 3 3 3 3

実施機関 洲本市 洲本市 洲本市 洲本市 洲本市
確保方策

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 件 2 2 2 2 2

実施体制 人 2 2 2 2 2

実施機関 洲本市 洲本市 洲本市 洲本市 洲本市
確保方策
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（11）妊婦健康診査事業 

【事業概要】 

妊婦健康診査事業は、妊婦の健康の保持増進を図り、安全・安心な妊娠、出産に資するた

めに適切な健診を行う事業です。 

【提供体制、確保策の考え方】 

妊婦が健やかな妊娠期を過ごし安心して出産を迎えるために、助成券の交付により妊婦健

康診査費用を助成し、受診勧奨を図ります。 

今後も本助成を実施し、積極的な受診を促進するために支援してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業概要】 

実費徴収に係る補足給付を行う事業は、保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・

保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の

購入に要する費用または行事の参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

【提供体制、確保策の考え方】 

実費徴収に係る補足給付を行う事業については、今後、国が示す対象範囲と上限額に基づ

き、低所得者に対しては、公費による負担軽減を検討します。 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【事業概要】 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業は、特定教育・保育施設等への

民間事業者の参入の促進に関する調査研究や、その他多様な事業者の能力を活用した特定教

育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業です。 

 

  

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人 268 258 243 230 221

回 14 14 14 14 14

回 3,752 3,612 3,402 3,220 3,094

実施場所

検査項目

実施時期

①量の見込み

健診回数
（受診人数×一人あたりの健診回数）

確保方策
子宮底長、腹囲、血圧、浮腫、尿検査、体重、妊娠初期検査、
血液検査、超音波検査、Ｂ群溶血性連鎖球菌、ノンストレステ
スト 外

医療機関等

通年

一人当たりの健診回数
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【提供体制、確保策の考え方】 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業については、教育・保育及び地

域型保育の「量の見込み」を的確に把握し、新規参入の必要性が生じた場合には、新規施設

事業者が円滑に事業を実施できるよう、新規施設等に対する実施支援、相談、助言等の実施

を検討します。 

 

５．子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

子育てのための施設等利用給付の給付申請については、保護者の利便性や過誤請求・支払い

の防止等を考慮し、各利用施設において取りまとめを依頼するとともに、保護者の経済的負担

の軽減を考慮した給付方法の検討を行い、施設等利用給付の公正かつ適正な支給の確保に取り

組みます。 
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第６章 計画の推進について 

 

１ 市民や地域、関係団体との協働 

本計画を実効性のあるものとして着実に展開していくためには、家庭や地域、関係団体や企

業等の主体的な取組が必要不可欠となります。そのためにも、ホームページ・広報などの媒体

や様々な機会を通じて、積極的に計画の周知・啓発を進めるとともに、既存の主体的な活動な

どと十分に連携を図りつつ計画を推進することが必要です。 

また、市民や関係団体等で構成される「洲本市子ども・子育て会議」において、計画の進捗

状況に関する情報公開や施策・事業の評価や課題整理などを行います。 

 

２ 計画の推進体制 

子ども・子育て支援に関する施策は、教育・保育をはじめとする様々な分野にわたるため、

計画策定担当課（子ども子育て課）が中心となり、年度ごとに関係各課の施策や事業の実施状

況を把握するとともに、関係各課が連携して施策に取り組むことができる体制づくりを進め、

さらに国・県や関係機関との連携をさらに強化し、本計画を着実に推進します。 

 

３ 計画の進行管理 

本計画で定めた教育・保育及び地域子育て支援事業の量の見込みや確保方策等をはじめ、各

施策や事業などについて、定期的な進捗管理及び評価を行います。 

また、庁内の推進体制や「洲本市子ども・子育て会議」などにおいて、ＰＤＣＡサイクル【Ｐ

ｌａｎ（計画）―Ｄｏ（実施・実行）－Ｃｈｅｃｋ（検証・評価）－Ａｃｔｉｏｎ（改善）】

のプロセスを踏まえた計画の進行管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan

（計画）

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（改善）
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資料編 

 


